
③　令和元年度主要施策の内容と成果の概要 （単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額

１ 議　会　費 １　事務事業の目的 

１ 議　会　費 　議事機関として多様な市民の意見を反映させ、課題や論点を明らかにしながら合意形成を図り、政策を決定すること

１ 議　会　費 を目的とする。

決算書 国 庫 補 助 金 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果　 

議 会 の 運 営 ～ 　市議会だより（タブロイド版 ページ）を年 回発行した（ 部× 回）。

行政評価 都 補 助 金 ８ 報 償 費 　 　市議会だよりを戸別配布により合計 部配布した。

　視覚障がい者に、音声市議会だよりによる議会活動情報の提供を行った。

財 産 売 払 収 入 ９ 旅 費 　会議録の作成のほか、会議録検索システム及びインターネット録画中継により閲覧の機会を提供した。

一 般 財 源 交 際 費 議会活動の状況

（ ）　議案件数（前年度からの継続案件は除く） （単位 ： 件） （ ）　請願・陳情受理件数 （単位 ： 件）

需 用 費

役 務 費

　

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

公 課 費 （ ）　本会議の開催状況

（ 日）

～ （ 日）

～ （ 日）

～ （ 日）

～ （ 日）

（ 日）

　

（ ）　常任委員会、議会運営委員会の開催状況

※ は付託案件の審査に係る会議時間　※ は公開対象の会議時間（付託案件の審査に係る会議時間を除く）

（ ）　特別委員会の開催状況

（ ）　全員協議会の開催状況

（議会事務局）回

区分
公共施設

マネジメント
調査

小平市第四次
長期総合計画

基本構想

開催日数 日 日

計

日 開催日数 日

会議延べ時間 時間 分 時間 分 時間 分 会議延べ時間 時間 分

委員派遣の回数 回

都市基盤
整備調査

委員派遣の回数 回

会議延べ時間 時間 分 時間 分 時間 分

日

委員派遣の回数 回 回 回 回

月 定例会

環境建設厚　　生生活文教

日 日

総　　務区分

日 日

時間 分

会議延べ時間 時間 分 時間 分 時間 分 時間 分

時間 分

月 定例会

日

日

本会議日数

時間 分

議会運営※ 議会運営※

時間 分

計

日 日

時間 分

日

計 日 時間 分

予　　　　算 決　　　　算

一般会計 特別会計・下水道事業会計 一般会計

日 日

時間 分 時間 分

回

日

特別会計
区分 広聴広報

財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

撤

回

審

議

未

了

継

続

審

議

同

意

・

認

定

・

承

認

否

決

修

正

可

決

可

決

そ

の

他

総

数

提　　出　　議　　案

議員提出議案市長提出議案
議　　　決　　　内　　　容

そ

の

他

条

例

制

定

・

改

廃

そ

の

他

専

決

処

分

予

算

・

決

算

条

例

制

定

・

改

廃

計陳 情請 願

会 期  （延べ日数）

意

見

書

名称

時間 分

日

開催日数

日

月 定例会 日

開催日数 日

月 定例会

時間 分

時間 分

会議延べ時間

月 臨時会

－ 40 －
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③　令和元年度主要施策の内容と成果の概要 （単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額

１ 議　会　費 １　事務事業の目的 

１ 議　会　費 　議事機関として多様な市民の意見を反映させ、課題や論点を明らかにしながら合意形成を図り、政策を決定すること

１ 議　会　費 を目的とする。

決算書 国 庫 補 助 金 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果　 

議 会 の 運 営 ～ 　市議会だより（タブロイド版 ページ）を年 回発行した（ 部× 回）。

行政評価 都 補 助 金 ８ 報 償 費 　 　市議会だよりを戸別配布により合計 部配布した。

　視覚障がい者に、音声市議会だよりによる議会活動情報の提供を行った。

財 産 売 払 収 入 ９ 旅 費 　会議録の作成のほか、会議録検索システム及びインターネット録画中継により閲覧の機会を提供した。

一 般 財 源 交 際 費 議会活動の状況

（ ）　議案件数（前年度からの継続案件は除く） （単位 ： 件） （ ）　請願・陳情受理件数 （単位 ： 件）

需 用 費

役 務 費

　

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

公 課 費 （ ）　本会議の開催状況

（ 日）

～ （ 日）

～ （ 日）

～ （ 日）

～ （ 日）

（ 日）

　

（ ）　常任委員会、議会運営委員会の開催状況

※ は付託案件の審査に係る会議時間　※ は公開対象の会議時間（付託案件の審査に係る会議時間を除く）

（ ）　特別委員会の開催状況

（ ）　全員協議会の開催状況

（議会事務局）回

区分
公共施設

マネジメント
調査

小平市第四次
長期総合計画

基本構想

開催日数 日 日

計

日 開催日数 日

会議延べ時間 時間 分 時間 分 時間 分 会議延べ時間 時間 分

委員派遣の回数 回

都市基盤
整備調査

委員派遣の回数 回

会議延べ時間 時間 分 時間 分 時間 分

日

委員派遣の回数 回 回 回 回

月 定例会

環境建設厚　　生生活文教

日 日

総　　務区分

日 日

時間 分

会議延べ時間 時間 分 時間 分 時間 分 時間 分

時間 分

月 定例会

日

日

本会議日数

時間 分

議会運営※ 議会運営※

時間 分

計

日 日

時間 分

日

計 日 時間 分

予　　　　算 決　　　　算

一般会計 特別会計・下水道事業会計 一般会計

日 日

時間 分 時間 分

回

日

特別会計
区分 広聴広報

財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

撤

回

審

議

未

了

継

続

審

議

同

意

・

認

定

・

承

認

否

決

修

正

可

決

可

決

そ

の

他

総

数

提　　出　　議　　案

議員提出議案市長提出議案
議　　　決　　　内　　　容

そ

の

他

条

例

制

定

・

改

廃

そ

の

他

専

決

処

分

予

算

・

決

算

条

例

制

定

・

改

廃

計陳 情請 願

会 期  （延べ日数）

意

見

書

名称

時間 分

日

開催日数

日

月 定例会 日

開催日数 日

月 定例会

時間 分

時間 分

会議延べ時間

月 臨時会
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額

２ 総　務　費 １　事務事業の目的 

１ 総務管理費 　市から送付する郵便物を集中発送することで、事務の効率を図るとともに、郵便料金の節減を図る。また、到達した

１ 一般管理費 郵便物を各課に振り分け、各課の郵便送付・収受の円滑化を図ることを目的とする。

決算書 国 庫 補 助 金 役 務 費 ２　執行状況及び成果 　

郵 便 物 管 理 30～31 (1)　集中発送節減額 1,239,757円

行政評価 （ 国 ） 委 託 金 (2)　発送件数

封書 207,041件

都 補 助 金 はがき 11,177件

(3)　料金受取人払件数 41,232件

（ 都 ） 委 託 金

一 般 財 源

（総　務  課）

決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

庁 用 車 管 理 30～31 　市で保有する庁用車のうち、共用車の運行管理及び整備を行い、有効活用と安全運行を図ることを目的とする。

行政評価 役 務 費 ２　執行状況及び成果 　

(1)　共用車台数 14台

委 託 料 うち低公害車台数及び割合 13台  （93％）

(2)　総走行距離　

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

公 課 費

（総　務  課）

決算書 （ 都 ） 委 託 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

文 書 管 理 30～31 　各課の印刷、都庁交換便、コピー機の管理、機密文書の廃棄処理等を正確かつ迅速に行い、主管課業務の

行政評価 雑 入 委 託 料 円滑化を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

一 般 財 源 使用料及び賃借料 (1)　印刷業務経費 35,981,856円

(2)　都庁交換便取扱件数 43,175件

(3)　コピー使用枚数 2,925,553枚

(4)　機密文書廃棄処理量 33,930ｋｇ

（総　務  課）

財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

－ 42 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額

２ 総　務　費 １　事務事業の目的 

１ 総務管理費 　市から送付する郵便物を集中発送することで、事務の効率を図るとともに、郵便料金の節減を図る。また、到達した

１ 一般管理費 郵便物を各課に振り分け、各課の郵便送付・収受の円滑化を図ることを目的とする。

決算書 国 庫 補 助 金 役 務 費 ２　執行状況及び成果 　

郵 便 物 管 理 30～31 (1)　集中発送節減額 1,239,757円

行政評価 （ 国 ） 委 託 金 (2)　発送件数

封書 207,041件

都 補 助 金 はがき 11,177件

(3)　料金受取人払件数 41,232件

（ 都 ） 委 託 金

一 般 財 源

（総　務  課）

決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

庁 用 車 管 理 30～31 　市で保有する庁用車のうち、共用車の運行管理及び整備を行い、有効活用と安全運行を図ることを目的とする。

行政評価 役 務 費 ２　執行状況及び成果 　

(1)　共用車台数 14台

委 託 料 うち低公害車台数及び割合 13台  （93％）

(2)　総走行距離　

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

公 課 費

（総　務  課）

決算書 （ 都 ） 委 託 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

文 書 管 理 30～31 　各課の印刷、都庁交換便、コピー機の管理、機密文書の廃棄処理等を正確かつ迅速に行い、主管課業務の

行政評価 雑 入 委 託 料 円滑化を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

一 般 財 源 使用料及び賃借料 (1)　印刷業務経費 35,981,856円

(2)　都庁交換便取扱件数 43,175件

(3)　コピー使用枚数 2,925,553枚

(4)　機密文書廃棄処理量 33,930ｋｇ

（総　務  課）

財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ １ 決算書 雑 入 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

行政不服審査会及び 30～31 　小平市情報公開条例及び小平市個人情報保護条例の適正な取扱いを図るとともに、小平市行政不服審査会及び

情報公開・個人情報 行政評価 一 般 財 源 小平市情報公開・個人情報保護審議会の円滑な運営を図ることを目的とする。

保 護 審 議 会 の 運 営 ２　執行状況及び成果

(1)　市政情報公開等の状況（平成31年4月1日～令和2年3月31日) （単位：件）

(2)　保有個人情報開示等の状況（平成31年4月1日～令和2年3月31日) （単位：件）

(3)　審査会・審議会の開催状況

　小平市行政不服審査会 1回

　小平市情報公開・個人情報保護審議会 3回

（総　務  課）

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

固 定 資 産 評 価 審 査 30～31 　固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するために設置された小平市固定資産評価審査

委 員 会 の 運 営 行政評価 ９ 旅 費 委員会の円滑な運営を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

需 用 費 (1)　審査申出件数 0件

(2)　委員会開催回数 2回

負担金、補助及び交付金

（総　務  課）

決算書 国 庫 補 助 金 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

庁 舎 管 理 30～31 　行政サービスの中心的拠点としての市庁舎を、市民（来庁者）及び職員にとって快適な施設にするよう適切な維持

行政評価 基 金 繰 入 金 ４ 共 済 費 管理を行うとともに、防災センターとしての整備充実を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

雑 入 ７ 賃 金 (1)　庁舎光熱水費 33,140,222円 （対前年度比4.4％減）

電気 20,093,075円

一 般 財 源 ８ 報 償 費 ガス 5,715,627円

上下水道 7,331,520円

需 用 費 ※　使用量は、前年度と比較して電気4.7％減、ガス1.4％減、水道1.4％減、下水道0.4％増となっている。

(2)　庁舎喫煙所撤去修繕 157,140円

役 務 費 (3)　庁舎電話料金 10,971,563円 （対前年度比2.0％増）

(4)　庁舎等維持管理に係る委託料 113,015,983円 （対前年度比14.2％減）

委 託 料 (5)　窓口フロアレイアウト変更 9,604,656円

　①　窓口フロアレイアウト改修施設等修繕料 2,060,856円

使用料及び賃借料 　②　窓口フロアレイアウト改修業務委託 6,912,000円

　③　窓口フロアレイアウト改修用什器類 631,800円

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

（総　務  課）

審査請求請求件数 開　　　示 一部開示 非開示 不存在 存否応答拒否

一部公開 非公開 不存在 審査請求請求件数 公　　　開
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ １ 決算書 雑 入 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

行政不服審査会及び 30～31 　小平市情報公開条例及び小平市個人情報保護条例の適正な取扱いを図るとともに、小平市行政不服審査会及び

情報公開・個人情報 行政評価 一 般 財 源 小平市情報公開・個人情報保護審議会の円滑な運営を図ることを目的とする。

保 護 審 議 会 の 運 営 ２　執行状況及び成果

(1)　市政情報公開等の状況（平成31年4月1日～令和2年3月31日) （単位：件）

(2)　保有個人情報開示等の状況（平成31年4月1日～令和2年3月31日) （単位：件）

(3)　審査会・審議会の開催状況

　小平市行政不服審査会 1回

　小平市情報公開・個人情報保護審議会 3回

（総　務  課）

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

固 定 資 産 評 価 審 査 30～31 　固定資産課税台帳に登録された価格に関する不服を審査決定するために設置された小平市固定資産評価審査

委 員 会 の 運 営 行政評価 ９ 旅 費 委員会の円滑な運営を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

需 用 費 (1)　審査申出件数 0件

(2)　委員会開催回数 2回

負担金、補助及び交付金

（総　務  課）

決算書 国 庫 補 助 金 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

庁 舎 管 理 30～31 　行政サービスの中心的拠点としての市庁舎を、市民（来庁者）及び職員にとって快適な施設にするよう適切な維持

行政評価 基 金 繰 入 金 ４ 共 済 費 管理を行うとともに、防災センターとしての整備充実を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

雑 入 ７ 賃 金 (1)　庁舎光熱水費 33,140,222円 （対前年度比4.4％減）

電気 20,093,075円

一 般 財 源 ８ 報 償 費 ガス 5,715,627円

上下水道 7,331,520円

需 用 費 ※　使用量は、前年度と比較して電気4.7％減、ガス1.4％減、水道1.4％減、下水道0.4％増となっている。

(2)　庁舎喫煙所撤去修繕 157,140円

役 務 費 (3)　庁舎電話料金 10,971,563円 （対前年度比2.0％増）

(4)　庁舎等維持管理に係る委託料 113,015,983円 （対前年度比14.2％減）

委 託 料 (5)　窓口フロアレイアウト変更 9,604,656円

　①　窓口フロアレイアウト改修施設等修繕料 2,060,856円

使用料及び賃借料 　②　窓口フロアレイアウト改修業務委託 6,912,000円

　③　窓口フロアレイアウト改修用什器類 631,800円

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

（総　務  課）

審査請求請求件数 開　　　示 一部開示 非開示 不存在 存否応答拒否

一部公開 非公開 不存在 審査請求請求件数 公　　　開
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ １ 決算書 財 産 売 払 収 入 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

契 約 検 査 課 の 運 営 30～31 　  工事又は製造の請負、物品の購入その他の契約（他課に属するものを除く）の締結に関する契約事務を行うことを

行政評価 一 般 財 源 ９ 旅 費  目的とする。

２　執行状況及び成果

需 用 費 （1）　令和元年度市内・市外別契約実績（契約件数・単価契約を除く） （単位：件）

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料 （2）　令和元年度市内・市外別契約実績（当初契約金額） （単位：百万円）

公 課 費

（契約検査課）

２ 秘書広報費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ７ 賃 金 　市の自治振興について特に功労のあった者又は地域の振興に関し特に功労のあった者に対し、

表 彰 30～33 表彰又は感謝の意を表すことを目的とする。

行政評価 ８ 報 償 費 ２　執行状況及び成果 

　贈呈件数　　表彰状　80件、　感謝状　80件

需 用 費

委 託 料

（秘書広報課）

決算書 国 庫 補 助 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

市 報 の 発 行 30～33 　市政情報等を市報で市民に分かりやすく伝え、情報共有を図ることで、市政への理解、参加、協働を進められるよう、

行政評価 （ 国 ） 委 託 金 需 用 費 市民と市との間に信頼関係を築くことを目的とする。

71・319 ２　執行状況及び成果

都 補 助 金 委 託 料 (1)　市報の発行

　発行回数…定期号発行　月2回（毎月5日・20日　10月・1月は1日・20日　年24回）

一 般 財 源 　　　　　　　 　特集号発行　1回（家庭ごみ有料化・戸別収集）

　臨時号発行　3回（小平市議会議員選挙、参議院議員選挙、プレミアム付商品券）

　配布方法…戸別配布、広報ボックス（駅10か所、郵便局17か所他、計33か所）、

　　　　　　　 　ふれあい広報ボックス（スーパーマーケット22か所、病院7か所、金融機関8か所、大学6か所、

　　　　　　　 　コミュニティバス・コミュニティタクシー6台、計49か所）、公共施設等60か所

　発行部数…定期号発行 　2,352,000部（98,000部・24回）

　　　　　　　 　特集号発行　   98,000部（98,000部・1回）

　   臨時号発行　 294,000部（98,000部・3回）

　配布方法別部数…戸別配布　　　2,576,253部

　　　　　　　　　　　　　広報ボックス・ふれあい広報ボックス　　44,880部

(2)　音声広報の発行

　市報の内容を編集、録音したカセットテープ、CD、デイジーを作成し、視覚に障がいのある方に配付した。

  年間作成本数　687本

（秘書広報課）

市外市外 計 市内 市外 計 市内計 市内 市外 計 市内

工事請負 業務委託 物品供給 合計

市外市内 市外 計 市内 市外 計

工事請負 業務委託 物品供給 合計

計 市内 市外 計 市内
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ １ 決算書 財 産 売 払 収 入 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

契 約 検 査 課 の 運 営 30～31 　  工事又は製造の請負、物品の購入その他の契約（他課に属するものを除く）の締結に関する契約事務を行うことを

行政評価 一 般 財 源 ９ 旅 費  目的とする。

２　執行状況及び成果

需 用 費 （1）　令和元年度市内・市外別契約実績（契約件数・単価契約を除く） （単位：件）

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料 （2）　令和元年度市内・市外別契約実績（当初契約金額） （単位：百万円）

公 課 費

（契約検査課）

２ 秘書広報費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ７ 賃 金 　市の自治振興について特に功労のあった者又は地域の振興に関し特に功労のあった者に対し、

表 彰 30～33 表彰又は感謝の意を表すことを目的とする。

行政評価 ８ 報 償 費 ２　執行状況及び成果 

　贈呈件数　　表彰状　80件、　感謝状　80件

需 用 費

委 託 料

（秘書広報課）

決算書 国 庫 補 助 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

市 報 の 発 行 30～33 　市政情報等を市報で市民に分かりやすく伝え、情報共有を図ることで、市政への理解、参加、協働を進められるよう、

行政評価 （ 国 ） 委 託 金 需 用 費 市民と市との間に信頼関係を築くことを目的とする。

71・319 ２　執行状況及び成果

都 補 助 金 委 託 料 (1)　市報の発行

　発行回数…定期号発行　月2回（毎月5日・20日　10月・1月は1日・20日　年24回）

一 般 財 源 　　　　　　　 　特集号発行　1回（家庭ごみ有料化・戸別収集）

　臨時号発行　3回（小平市議会議員選挙、参議院議員選挙、プレミアム付商品券）

　配布方法…戸別配布、広報ボックス（駅10か所、郵便局17か所他、計33か所）、

　　　　　　　 　ふれあい広報ボックス（スーパーマーケット22か所、病院7か所、金融機関8か所、大学6か所、

　　　　　　　 　コミュニティバス・コミュニティタクシー6台、計49か所）、公共施設等60か所

　発行部数…定期号発行 　2,352,000部（98,000部・24回）

　　　　　　　 　特集号発行　   98,000部（98,000部・1回）

　   臨時号発行　 294,000部（98,000部・3回）

　配布方法別部数…戸別配布　　　2,576,253部

　　　　　　　　　　　　　広報ボックス・ふれあい広報ボックス　　44,880部

(2)　音声広報の発行

　市報の内容を編集、録音したカセットテープ、CD、デイジーを作成し、視覚に障がいのある方に配付した。

  年間作成本数　687本

（秘書広報課）

市外市外 計 市内 市外 計 市内計 市内 市外 計 市内

工事請負 業務委託 物品供給 合計

市外市内 市外 計 市内 市外 計

工事請負 業務委託 物品供給 合計

計 市内 市外 計 市内
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ２ 決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

広 報 30～33 　市政情報等を市報以外の広報媒体で市民に分かりやすく迅速に伝え、行政の透明性を高め、情報共有を図ることで、

行政評価 財 産 売 払 収 入 役 務 費 市政への理解、参加、協働を進められるよう、市民と市との間に信頼関係を築くことを目的とする。

71・319 ２　執行状況及び成果

雑 入 委 託 料 ①　広報掲示板ポスター掲示及び管理 駅頭 12 か所  円

②　市民便利帳の作成 11,000 部  円

一 般 財 源 使用料及び賃借料 ③　市全図の作成 11,000 部  円

④　市ホームページ等の運営 円

備 品 購 入 費 　

　市ホームページ 件※

負担金、補助及び交付金 　携帯電話ホームページ 件

　キッズページ

※検索サイト等のロボットによる検索の件数を除き、人が利用した頻度を数値化した件数

（秘書広報課）

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

広 聴 ・ 相 談 30～33 　日々の広聴活動を実施して、市民の考えや要望を把握することにより、市政の参考とする。また、各種の市民相談を

行政評価 ９ 旅 費 実施することにより、市民が抱える諸問題の解決に向けた助言を行うことを目的とする。

２　執行状況及び成果

需 用 費 各種市民相談の実施状況

委 託 料

負担金、補助及び交付金

※回数の合計は、市民相談を除く。

　

（市　民　課）

決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

市 長 へ の 手 紙 30～33 　市政に関する自由で率直な提案・意見等を手紙・電子メールなどで把握し、市政の参考とすることを目的とする。

行政評価 ２　執行状況及び成果

　受理件数：713件（手紙…301件、電子メール…48件、ファックス…1件、市ホームページのメールフォーム…363件）

　処理内容：市長署名による回答としたもの2件　　　主管課回答としたもの374件

　匿名や住所・氏名未記入等により関係部署へ参考送付としたもの337件

（市　民　課）

市 民 相 談 （月～金）

合　　　　計

人 権 ･ 身 の 上 相 談

家 庭 相 談

行 政 相 談

登 記 ・ 成 年 後 見 相 談

住 宅 ・ 不 動 産 相 談

交 通 事 故 相 談

相 続 ･ 暮 ら し の 手 続 相 談

年 金 ・ 労 務 相 談

税 務 相 談

相　　　談　　　名 回数等（回）

件

件数（件）

法 律 相 談

区　　分 年間アクセス数
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ２ 決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

広 報 30～33 　市政情報等を市報以外の広報媒体で市民に分かりやすく迅速に伝え、行政の透明性を高め、情報共有を図ることで、

行政評価 財 産 売 払 収 入 役 務 費 市政への理解、参加、協働を進められるよう、市民と市との間に信頼関係を築くことを目的とする。

71・319 ２　執行状況及び成果

雑 入 委 託 料 ①　広報掲示板ポスター掲示及び管理 駅頭 12 か所  円

②　市民便利帳の作成 11,000 部  円

一 般 財 源 使用料及び賃借料 ③　市全図の作成 11,000 部  円

④　市ホームページ等の運営 円

備 品 購 入 費 　

　市ホームページ 件※

負担金、補助及び交付金 　携帯電話ホームページ 件

　キッズページ

※検索サイト等のロボットによる検索の件数を除き、人が利用した頻度を数値化した件数

（秘書広報課）

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

広 聴 ・ 相 談 30～33 　日々の広聴活動を実施して、市民の考えや要望を把握することにより、市政の参考とする。また、各種の市民相談を

行政評価 ９ 旅 費 実施することにより、市民が抱える諸問題の解決に向けた助言を行うことを目的とする。

２　執行状況及び成果

需 用 費 各種市民相談の実施状況

委 託 料

負担金、補助及び交付金

※回数の合計は、市民相談を除く。

　

（市　民　課）

決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

市 長 へ の 手 紙 30～33 　市政に関する自由で率直な提案・意見等を手紙・電子メールなどで把握し、市政の参考とすることを目的とする。

行政評価 ２　執行状況及び成果

　受理件数：713件（手紙…301件、電子メール…48件、ファックス…1件、市ホームページのメールフォーム…363件）

　処理内容：市長署名による回答としたもの2件　　　主管課回答としたもの374件

　匿名や住所・氏名未記入等により関係部署へ参考送付としたもの337件

（市　民　課）

市 民 相 談 （月～金）

合　　　　計

人 権 ･ 身 の 上 相 談

家 庭 相 談

行 政 相 談

登 記 ・ 成 年 後 見 相 談

住 宅 ・ 不 動 産 相 談

交 通 事 故 相 談

相 続 ･ 暮 ら し の 手 続 相 談

年 金 ・ 労 務 相 談

税 務 相 談

相　　　談　　　名 回数等（回）

件

件数（件）

法 律 相 談

区　　分 年間アクセス数
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ２ 決算書 雑 入 需 用 費 １　事務事業の目的 

市 政 資 料 コ ー ナ ー 30～33 　市政資料の提供、市刊行物等の販売を行い、また、市の行政情報及び国、都などの情報を市民に提供することにより、

行政評価 市政に対する理解と協力を得ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

　市政資料の提供及び販売

都市計画図、白地図、小平市史概要版「小平の歴史」、小平市郷土かるた、こだいらの史跡めぐり

市議会会議録、人口ビジョン及びまち・ひと・しごと創生総合戦略、第３次行財政再構築プラン、

第三次長期総合計画新中期的な施策の取組方針・実行プログラム、公共施設等総合管理計画、統計書、

予算書、決算書、わかりやすい予算、財政白書、地域防災計画、小平市の人口、都市計画マスタープラン、

小平市史、古文書目録、史料集、文化財関係図書など

（市　民　課）

決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

人 権 の 花 30～33 　花の苗などを小学校の児童が協力しながら栽培することにより、子どもたちの人権思想を育むことを目的とする。

行政評価 ２　執行状況及び成果

　プランターや花の苗を小学校2校（小平第九小学校・小平第十小学校）に配布した。花を大切に育てることにより、

児童の人権意識の啓発に努めた。

（市　民　課）

決算書 都 補 助 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

多 摩 東 人 権 啓 発 30～33 子どもたちに人権尊重の精神と豊かな人権感覚を身につけてもらうことを目的に、東京法務局府中支局管内13市が

活動地域ネットワーク 行政評価 持ち回りで「子どもたちからの人権メッセージ発表会」を実施している。

協 議 会 雑 入 需 用 費 ２　執行状況及び成果

　 第26回子どもたちからの人権メッセージ発表会　 （実  施  日）令和元年9月14日（土）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　(内       容）13市の代表の児童による人権メッセージの発表と合唱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　(来場者数）342名

（市　民　課）

３ 人事管理費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ７ 賃 金 　定員計画に基づき、職員の採用・適正配置を行い、公務能率の向上を図ることを目的とする。

人 事 管 理 32～33 ２　執行状況及び成果

行政評価 ８ 報 償 費 　職員採用試験実施状況

９ 旅 費

需 用 費

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

次ページへ続く

一 般 技 術 令和元年 9月22日

小 計

保 育 士 令和元年 9月22日

小 計

令和元年 5月 5日

令和元年 9月22日

令和元年12月 1日

令和元年 6月30日 －

令和元年 6月30日 －

令和元年12月 1日 －

採用者数（人） 競争率（倍）

令和元年 6月30日

令和元年 5月 5日

受験者数（人）

令和元年12月 1日

小 計

一 般 事 務

令和元年 5月 5日

職　　種 実施日 申込者数（人）
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ２ 決算書 雑 入 需 用 費 １　事務事業の目的 

市 政 資 料 コ ー ナ ー 30～33 　市政資料の提供、市刊行物等の販売を行い、また、市の行政情報及び国、都などの情報を市民に提供することにより、

行政評価 市政に対する理解と協力を得ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

　市政資料の提供及び販売

都市計画図、白地図、小平市史概要版「小平の歴史」、小平市郷土かるた、こだいらの史跡めぐり

市議会会議録、人口ビジョン及びまち・ひと・しごと創生総合戦略、第３次行財政再構築プラン、

第三次長期総合計画新中期的な施策の取組方針・実行プログラム、公共施設等総合管理計画、統計書、

予算書、決算書、わかりやすい予算、財政白書、地域防災計画、小平市の人口、都市計画マスタープラン、

小平市史、古文書目録、史料集、文化財関係図書など

（市　民　課）

決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

人 権 の 花 30～33 　花の苗などを小学校の児童が協力しながら栽培することにより、子どもたちの人権思想を育むことを目的とする。

行政評価 ２　執行状況及び成果

　プランターや花の苗を小学校2校（小平第九小学校・小平第十小学校）に配布した。花を大切に育てることにより、

児童の人権意識の啓発に努めた。

（市　民　課）

決算書 都 補 助 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

多 摩 東 人 権 啓 発 30～33 子どもたちに人権尊重の精神と豊かな人権感覚を身につけてもらうことを目的に、東京法務局府中支局管内13市が

活動地域ネットワーク 行政評価 持ち回りで「子どもたちからの人権メッセージ発表会」を実施している。

協 議 会 雑 入 需 用 費 ２　執行状況及び成果

　 第26回子どもたちからの人権メッセージ発表会　 （実  施  日）令和元年9月14日（土）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　 　(内       容）13市の代表の児童による人権メッセージの発表と合唱

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　(来場者数）342名

（市　民　課）

３ 人事管理費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ７ 賃 金 　定員計画に基づき、職員の採用・適正配置を行い、公務能率の向上を図ることを目的とする。

人 事 管 理 32～33 ２　執行状況及び成果

行政評価 ８ 報 償 費 　職員採用試験実施状況

９ 旅 費

需 用 費

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

次ページへ続く

一 般 技 術 令和元年 9月22日

小 計

保 育 士 令和元年 9月22日

小 計

令和元年 5月 5日

令和元年 9月22日

令和元年12月 1日

令和元年 6月30日 －

令和元年 6月30日 －

令和元年12月 1日 －

採用者数（人） 競争率（倍）

令和元年 6月30日

令和元年 5月 5日

受験者数（人）

令和元年12月 1日

小 計

一 般 事 務

令和元年 5月 5日

職　　種 実施日 申込者数（人）

－ 51 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ３ 前ページより続く

（職  員  課）

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

職 員 福 利 厚 生 32～33 　事業主の責任として、職員に対する福利厚生を実施することを目的とする。

行政評価 需 用 費 ２　執行状況及び成果 　

(1)　被服貸与実績

委 託 料 貸与件数（件） 金額（円） 平均単価（円）

負担金、補助及び交付金 (2)　被服貸与の主な内容

　　  事務服、現場作業服、安全靴、保育士作業服、給食調理員作業服、防災服

（職  員  課）

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

職 員 健 康 管 理 32～33 　職員の病気の早期発見・早期治療及び健康を保持増進し、公務能率の向上を図ることを目的とする。

行政評価 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果 

(1)　定期健康診断

８ 報 償 費 ① 受診者数（常勤職員） 人

② 受診結果

９ 旅 費 異常なし等の者 人

経過観察等の者 人

需 用 費

(2)　健康相談

役 務 費 ① 定例健康相談 件

② 随時健康相談 件

委 託 料

（職  員  課）

決算書 基 金 繰 入 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

職 員 研 修 32～33 　研修を通じて職員の能力開発・意識改革を行い、市民サービスの向上を図ることを目的とする。

行政評価 雑 入 ９ 旅 費 ２　執行状況及び成果

一 般 財 源 需 用 費

負担金、補助及び交付金

（職  員  課）

保 健 師 令和元年 9月22日

小 計

看 護 師 令和元年 5月 5日

合    計

市 独 自 研 修

外部派遣研修

研修回数（回） 受講者数（人）

合　　　　　計

令和元年 5月 5日

－ 52 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ３ 前ページより続く

（職  員  課）

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

職 員 福 利 厚 生 32～33 　事業主の責任として、職員に対する福利厚生を実施することを目的とする。

行政評価 需 用 費 ２　執行状況及び成果 　

(1)　被服貸与実績

委 託 料 貸与件数（件） 金額（円） 平均単価（円）

負担金、補助及び交付金 (2)　被服貸与の主な内容

　　  事務服、現場作業服、安全靴、保育士作業服、給食調理員作業服、防災服

（職  員  課）

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

職 員 健 康 管 理 32～33 　職員の病気の早期発見・早期治療及び健康を保持増進し、公務能率の向上を図ることを目的とする。

行政評価 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果 

(1)　定期健康診断

８ 報 償 費 ① 受診者数（常勤職員） 人

② 受診結果

９ 旅 費 異常なし等の者 人

経過観察等の者 人

需 用 費

(2)　健康相談

役 務 費 ① 定例健康相談 件

② 随時健康相談 件

委 託 料

（職  員  課）

決算書 基 金 繰 入 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

職 員 研 修 32～33 　研修を通じて職員の能力開発・意識改革を行い、市民サービスの向上を図ることを目的とする。

行政評価 雑 入 ９ 旅 費 ２　執行状況及び成果

一 般 財 源 需 用 費

負担金、補助及び交付金

（職  員  課）

保 健 師 令和元年 9月22日

小 計

看 護 師 令和元年 5月 5日

合    計

市 独 自 研 修

外部派遣研修

研修回数（回） 受講者数（人）

合　　　　　計

令和元年 5月 5日

－ 53 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ４ 財政管理費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ９ 旅 費 　予算書、決算書を作成し、適正な財務管理事務を行うことを目的とする。

財 政 課 の 運 営 32～33 　また、自主財源の一環として、ふるさと納税（寄附）の拡大を図ることを目的とする。

行政評価 需 用 費 ２　執行状況及び成果

(1)　令和元年度ふるさと納税寄附件数及び金額（市内からの寄附を含む）

委 託 料 ① 寄附件数　　91件

② 寄附金額　　3,221,000円

使用料及び賃借料 (2)　令和元年度ふるさと納税返礼品件数　　73件

（財  政  課）

５ 会計管理費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ７ 賃 金 　公金を適正に出納し、保管することを目的とする。

会 計 課 の 運 営 32～33 ２　執行状況及び成果

行政評価 ９ 旅 費 　伝票処理件数 （単位：件）

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

（会  計  課）

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

会計課出納窓口運営 32～33 　公金を適正に収納し、支払を行うことを目的とする。

行政評価 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　会計課出納窓口取扱件数

需 用 費

使用料及び賃借料

（会  計  課）

６ 財産管理費 １　事務事業の目的 

決算書 使 用 料 ９ 旅 費 　各課が主管する都市計画事業等の施設用地の取得及び損失補償に伴う契約並びに登記事務を行うこと

公共施設マネジメント 32～35 を目的とする。

課 の 運 営 行政評価 手 数 料 需 用 費 ２　執行状況及び成果

　令和元年度不動産取得契約及び登記件数

一 般 財 源 役 務 費 　①　契約件数　　 5件　

　②　登記件数　　 5件　（所有権移転）

負担金、補助及び交付金

（公共施設マネジメント課）

下水道事業会計

収　　　　納

金額（円）

後 期 高 齢 者 医 療

一　般　会　計

国 民 健 康 保 険 事 業

区　　　　分 支  出  収　入

特
別
会
計

区　　　　分 件数（件）

計

支　　　　払

計

介 護 保 険 事 業

－ 54 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ４ 財政管理費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ９ 旅 費 　予算書、決算書を作成し、適正な財務管理事務を行うことを目的とする。

財 政 課 の 運 営 32～33 　また、自主財源の一環として、ふるさと納税（寄附）の拡大を図ることを目的とする。

行政評価 需 用 費 ２　執行状況及び成果

(1)　令和元年度ふるさと納税寄附件数及び金額（市内からの寄附を含む）

委 託 料 ① 寄附件数　　91件

② 寄附金額　　3,221,000円

使用料及び賃借料 (2)　令和元年度ふるさと納税返礼品件数　　73件

（財  政  課）

５ 会計管理費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ７ 賃 金 　公金を適正に出納し、保管することを目的とする。

会 計 課 の 運 営 32～33 ２　執行状況及び成果

行政評価 ９ 旅 費 　伝票処理件数 （単位：件）

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

（会  計  課）

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

会計課出納窓口運営 32～33 　公金を適正に収納し、支払を行うことを目的とする。

行政評価 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　会計課出納窓口取扱件数

需 用 費

使用料及び賃借料

（会  計  課）

６ 財産管理費 １　事務事業の目的 

決算書 使 用 料 ９ 旅 費 　各課が主管する都市計画事業等の施設用地の取得及び損失補償に伴う契約並びに登記事務を行うこと

公共施設マネジメント 32～35 を目的とする。

課 の 運 営 行政評価 手 数 料 需 用 費 ２　執行状況及び成果

　令和元年度不動産取得契約及び登記件数

一 般 財 源 役 務 費 　①　契約件数　　 5件　

　②　登記件数　　 5件　（所有権移転）

負担金、補助及び交付金

（公共施設マネジメント課）

下水道事業会計

収　　　　納

金額（円）

後 期 高 齢 者 医 療

一　般　会　計

国 民 健 康 保 険 事 業

区　　　　分 支  出  収　入

特
別
会
計

区　　　　分 件数（件）

計

支　　　　払

計

介 護 保 険 事 業
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ６ 決算書 一 般 財 源 役 務 費 １　事務事業の目的 

財 産 管 理 32～35 　公有財産を適正に維持管理し、売払い等を行うことを目的とする。

行政評価 委 託 料 ２　執行状況及び成果

　令和元年度不動産売払い等契約及び登記件数

工 事 請 負 費 　①　契約件数 　 157件　

　②　登記件数　  187件　（所有権移転等）

（公共施設マネジメント課）

７ 企　画　費 １　事務事業の目的

決算書 国 庫 補 助 金 賃 金 　 　行政運営の企画・研究・調査を行うとともに、小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市で多摩北部都市

行 政 運 営 の 企 画 ・ 34～35 広域行政圏協議会を設置し、多摩北部地域における広域行政の推進を図ることを目的とする。

研 究 ・ 調 査 行政評価 都 補 助 金 ８ 報 償 費 　また、小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市及び多摩六都科学館組合で多摩北部広域子ども体験

110・１３４ 塾実行委員会を組織し、子どもに高度で大規模な感動体験を提供する事業を実施することを目的とする。

財 産 売 払 収 入 ９ 旅 費 　地方創生に係る事業の推進を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

雑 入 需 用 費 　 (1)　多摩北部都市広域行政圏協議会で実施した主な事業等（令和元年度：会長市） 

・　図書館、屋内スポーツ施設及び管外宿泊施設の相互利用 ・　協議会ニュースの発行

一 般 財 源 委 託 料 ・　多摩六都フェアの開催

(2)　多摩北部広域子ども体験塾実行委員会

負担金、補助及び交付金 　 「たまろく自然と都会のサバイバル」

　都立舎人公園でのテント設営、火おこし等の体験や、防災体験学習施設（そなエリア東京）、東京都水の科学

館の見学等を行った。

実施期間　　　　令和元年7月～12月 参加者数　　　　延べ319人

(3)　行政評価の実施

平成30年度事務事業評価票及び施策評価票を作成し、「小平市の行政評価」として発行・公表した。

(4)　総合教育会議の開催

2回開催 （令和元年7月、12月）

(5)　子育て応援サイトの管理運営支援

小平市で安心して子育てができるよう、行政と民間の子育て情報を一元的に提供するＷｅｂサイトの管理運営を

行う団体に補助を行った。

補助金額　　　　 1,083,000円　 アクセス件数　　113,821件

地方創生推進交付金事業として実施

（政　策　課）

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 １　事務事業の目的

（仮称）小平市第四次 34～35 　令和3年度以降の市政運営の指針となる（仮称）小平市第四次長期総合計画を策定することを目的とする。

長 期 総 合 計 画 策 定 行政評価 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果

　小平市長期総合計画基本構想審議会を設置し、計画策定に必要な調査及び審議を行った。市民参加の取組と

８ 報 償 費 しては、市民ワークショップを平成30年度に引き続き開催したほか、小学校出前授業、中学・高校・大学生及び外国人

　 へのインタビュー、市民活動団体意見交換会、骨子案に係る意見募集や地域懇談会等を実施した。

９ 旅 費 ＜主な取組内容＞

・小平市長期総合計画基本構想審議会　（委員数20人（公募委員8人）、令和元年度に計5回開催）

需 用 費 ・市民ワークショップ　（令和元年5月25日（土）20人参加、　同年6月22日（土）29人参加、　同年6月29日（土）26人参加）

・小学校出前授業　（市内4校で実施、計292人参加）

役 務 費 ・中学生、高校生、大学生、外国人インタビュー　（計83人に対して実施）

・市民活動団体意見交換会　（令和元年9月27日（金）20人参加）

委 託 料 ・骨子案に係る意見募集　（提出を受けた意見の件数　148件）、意見交換（市内大学（4）、市内外企業等（12））

・地域懇談会　（令和2年2月1日（土）東部市民センター　14人参加、　同年2月2日（日）小川西町公民館　7人参加、

　　　　　　　　　　同年2月4日（火）中央公民館　15人参加）

（政　策　課）
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ７ 決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的

行 財 政 改 革 推 進 34～35 　市民サービスの向上や効率的で開かれた市政をめざし、行財政改革を推進することを目的とする。

行政評価 ９ 旅 費 ２　執行状況及び成果 

　第3次行財政再構築プランの進捗管理及び事務事業見直しの取組

　 （委員数6人・任期3年）

　①　行財政再構築推進委員会の開催

第3次行財政再構築プランの進捗管理

事務事業の見直しの取組

第3次行財政再構築プランの進捗管理

　②　第3次改革推進プログラムの令和元年度末の進捗状況

予定どおり 項目

予定より遅れている 項目

（行政経営課）

決算書 財 産 売 払 収 入 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

公共施設マネジメント 34～35   将来にわたり公共サービスの提供を持続可能なものとするために、全庁的な観点から公共施設マネジメントを推進する

推 進 行政評価 一 般 財 源 ９ 旅 費     ことを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

需 用 費 (1)　公共施設マネジメント推進委員会の開催

委 託 料 ※委員の改選により、第1回に改まる。

(2)　更新等の適否の判断

3件（喜平保育園、小平駅南口有料自転車駐車場、小平第四中学校）

(3)　基本計画の策定

  公共施設マネジメント推進計画に基づき、中央公民館、健康福祉事務センター等の更新等を行う。

  平成30年度・令和元年度の2か年をかけて市民参加で検討し、基本計画を策定した。

　　中央・小川デザインプロジェクト～次の世代の施設を考えよう～

 平成30年度に中央・小川デザインカフェ、利用者・利用団体ヒアリング、アンケート、出前授業を実施した。

 令和元年度は以下のとおり実施した。

(公共施設マネジメント課）

　　令和元年6月10日

第1回

第2回

　　令和元年8月5日

　　令和元年10月28日

第3回 　　令和元年12月27日

令和元年12月20日

第7回 令和元年  6月24日

令和元年  9月25日

オープンハウス 令和元年6月・7月 全4回 延べ166人（内、トークセッション43人）

地域住民及び利用者・利用団体説明会 令和元年7月 全6回 延べ54人

第8回

第9回

第8回
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ７ 決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的

行 財 政 改 革 推 進 34～35 　市民サービスの向上や効率的で開かれた市政をめざし、行財政改革を推進することを目的とする。

行政評価 ９ 旅 費 ２　執行状況及び成果 

　第3次行財政再構築プランの進捗管理及び事務事業見直しの取組

　 （委員数6人・任期3年）

　①　行財政再構築推進委員会の開催

第3次行財政再構築プランの進捗管理

事務事業の見直しの取組

第3次行財政再構築プランの進捗管理

　②　第3次改革推進プログラムの令和元年度末の進捗状況

予定どおり 項目

予定より遅れている 項目

（行政経営課）

決算書 財 産 売 払 収 入 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

公共施設マネジメント 34～35   将来にわたり公共サービスの提供を持続可能なものとするために、全庁的な観点から公共施設マネジメントを推進する

推 進 行政評価 一 般 財 源 ９ 旅 費     ことを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

需 用 費 (1)　公共施設マネジメント推進委員会の開催

委 託 料 ※委員の改選により、第1回に改まる。

(2)　更新等の適否の判断

3件（喜平保育園、小平駅南口有料自転車駐車場、小平第四中学校）

(3)　基本計画の策定

  公共施設マネジメント推進計画に基づき、中央公民館、健康福祉事務センター等の更新等を行う。

  平成30年度・令和元年度の2か年をかけて市民参加で検討し、基本計画を策定した。

　　中央・小川デザインプロジェクト～次の世代の施設を考えよう～

 平成30年度に中央・小川デザインカフェ、利用者・利用団体ヒアリング、アンケート、出前授業を実施した。

 令和元年度は以下のとおり実施した。

(公共施設マネジメント課）

　　令和元年6月10日

第1回

第2回

　　令和元年8月5日

　　令和元年10月28日

第3回 　　令和元年12月27日

令和元年12月20日

第7回 令和元年  6月24日

令和元年  9月25日

オープンハウス 令和元年6月・7月 全4回 延べ166人（内、トークセッション43人）

地域住民及び利用者・利用団体説明会 令和元年7月 全6回 延べ54人

第8回

第9回

第8回
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ７ 決算書 一 般 財 源 委 託 料 １　事務事業の目的 

小 川 駅 西 口 地 区 34～35 　令和元年12月に策定した「小川駅西口地区市街地再開発事業公共床等の整備基本計画」に基づき、公共床等に係る

再開発事業公共床等 行政評価 整備を行うことを目的とする。

に 係 る 整 備 ２　執行状況及び成果 　

(公共施設マネジメント課）

８ 情報システム運営費 １　事務事業の目的 

決算書 国 庫 補 助 金 ８ 報 償 費 　住民情報システム及び庁内情報処理基盤の適切な整備・運用管理を行うことにより、住民サービスの向上

情 報 シ ス テ ム 34～35 及び事務の効率化を図ることを目的とする。

管 理 ・ 運 営 行政評価 都 補 助 金 ９ 旅 費 ２　執行状況及び成果

(1)　各種証明書等のオンラインシステムによる即時発行

（ 都 ） 委 託 金 需 用 費 　住民票の写し、戸籍証明書、課税証明書、納税証明書等

(2)　各種届出関係、賦課計算・決定等のオンラインシステムによる即時処理

雑 入 役 務 費 　住民記録異動処理、固定資産税税額等異動処理、市民税・都民税税額計算処理等

(3)　各種賦課計算・決定に係るバッチ処理

一 般 財 源 委 託 料 　国民健康保険税税額計算処理、納税通知書作成処理等

(4)　その他の処理

使用料及び賃借料 　国民健康保険資格・給付管理、国民年金管理、収納・滞納管理、学齢簿管理、選挙人名簿登録等

(5)　システム導入・再構築・更新・改修

備 品 購 入 費 住民情報システム再構築

人事給与システム・出退勤システム再構築

負担金、補助及び交付金 地方税共通納税システム対応

プレミアム付商品券事業対応

(6)　社会保障・税番号制度に係るシステム改修等

マイナンバーデータ標準レイアウト改版対応

(7)　庁内ネットワークによる各種データ及びプリンタの共有

人事給与・出退勤システムによる人事・出退勤・労務管理等

文書管理システムによる文書管理・電子決裁等

グループウェアによる掲示板・メール・スケジュール管理・会議室・庁用車管理等

メール送信　　228,520件、　メール受信　　639,357件

(8)　職員の情報処理教育研修の実施

　研修受講者数　284人

(情報政策課）

　令和2年1月に基本設計に係る契約を締結し、令和2年度に実施する市民参加等について協議した。
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ７ 決算書 一 般 財 源 委 託 料 １　事務事業の目的 

小 川 駅 西 口 地 区 34～35 　令和元年12月に策定した「小川駅西口地区市街地再開発事業公共床等の整備基本計画」に基づき、公共床等に係る

再開発事業公共床等 行政評価 整備を行うことを目的とする。

に 係 る 整 備 ２　執行状況及び成果 　

(公共施設マネジメント課）

８ 情報システム運営費 １　事務事業の目的 

決算書 国 庫 補 助 金 ８ 報 償 費 　住民情報システム及び庁内情報処理基盤の適切な整備・運用管理を行うことにより、住民サービスの向上

情 報 シ ス テ ム 34～35 及び事務の効率化を図ることを目的とする。

管 理 ・ 運 営 行政評価 都 補 助 金 ９ 旅 費 ２　執行状況及び成果

(1)　各種証明書等のオンラインシステムによる即時発行

（ 都 ） 委 託 金 需 用 費 　住民票の写し、戸籍証明書、課税証明書、納税証明書等

(2)　各種届出関係、賦課計算・決定等のオンラインシステムによる即時処理

雑 入 役 務 費 　住民記録異動処理、固定資産税税額等異動処理、市民税・都民税税額計算処理等

(3)　各種賦課計算・決定に係るバッチ処理

一 般 財 源 委 託 料 　国民健康保険税税額計算処理、納税通知書作成処理等

(4)　その他の処理

使用料及び賃借料 　国民健康保険資格・給付管理、国民年金管理、収納・滞納管理、学齢簿管理、選挙人名簿登録等

(5)　システム導入・再構築・更新・改修

備 品 購 入 費 住民情報システム再構築

人事給与システム・出退勤システム再構築

負担金、補助及び交付金 地方税共通納税システム対応

プレミアム付商品券事業対応

(6)　社会保障・税番号制度に係るシステム改修等

マイナンバーデータ標準レイアウト改版対応

(7)　庁内ネットワークによる各種データ及びプリンタの共有

人事給与・出退勤システムによる人事・出退勤・労務管理等

文書管理システムによる文書管理・電子決裁等

グループウェアによる掲示板・メール・スケジュール管理・会議室・庁用車管理等

メール送信　　228,520件、　メール受信　　639,357件

(8)　職員の情報処理教育研修の実施

　研修受講者数　284人

(情報政策課）

　令和2年1月に基本設計に係る契約を締結し、令和2年度に実施する市民参加等について協議した。
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ９ 安全安心まちづくり費 １　事務事業の目的 

決算書 財 産 売 払 収 入 １ 報 酬   都市化が進む中で、複雑多様化する災害に対し、被害の発生を最小限にするため、また、その拡大を防止するため、

防 災 体 制 の 充 実 34～37 市、防災関係機関、市民が連携して取組む有機的な体制の充実を図ることを目的とする。

行政評価 雑 入 ８ 報 償 費 ２　執行状況及び成果 

(1)　防災会議の委員報酬

一 般 財 源 ９ 旅 費   総合防災訓練の実施内容ならびに各機関の防災対策について審議した。

　実施回数　1回、　関係機関数（市を除く）　20機関 84,000円

需 用 費 (2)　小平市防災マップ作成及びアプリ更新等業務委託 （20,000部） 1,821,600円

(3)　総合防災訓練

役 務 費   市民に対する防災意識の高揚、防災関係機関及び災害協定締結団体との連携体制の強化を図り、

　発災時の対応をより円滑に行うことを目的とした総合防災訓練を実施した。

委 託 料  ・実施日 令和元年9月15日（日）

 ・会場 上宿小学校

使用料及び賃借料  ・参加者 市職員及び防災関係機関　524人、市民及び見学者　1,312人　　計　1,836人

備 品 購 入 費

（防災危機管理課）

決算書 都 補 助 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

防 災 施 設 の 34～37 　防災行政無線、震災対策用井戸などの維持管理を行うことにより、災害時における防災施設機能の維持を図ることを

維 持 管 理 行政評価 基 金 繰 入 金 需 用 費 目的とする。

２　執行状況及び成果 

市 債 役 務 費 (1)　防災行政無線の維持管理 

　保守点検 11,729,460円

一 般 財 源 委 託 料 (2)　デジタル防災行政無線(固定系）設計 3,003,000円

(3)　デジタル防災行政無線(固定系）改修工事 123,134,000円

使用料及び賃借料 (4)　震災対策用井戸の維持管理

① 震災対策用井戸指定謝礼 （81件） 202,500円

工 事 請 負 費 ② 震災対策用井戸水質検査 （103件） 1,450,240円

③ 震災対策用井戸修理費補助 （4件） 425,000円

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

（防災危機管理課）
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款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ ９ 安全安心まちづくり費 １　事務事業の目的 

決算書 財 産 売 払 収 入 １ 報 酬   都市化が進む中で、複雑多様化する災害に対し、被害の発生を最小限にするため、また、その拡大を防止するため、

防 災 体 制 の 充 実 34～37 市、防災関係機関、市民が連携して取組む有機的な体制の充実を図ることを目的とする。

行政評価 雑 入 ８ 報 償 費 ２　執行状況及び成果 

(1)　防災会議の委員報酬

一 般 財 源 ９ 旅 費   総合防災訓練の実施内容ならびに各機関の防災対策について審議した。

　実施回数　1回、　関係機関数（市を除く）　20機関 84,000円

需 用 費 (2)　小平市防災マップ作成及びアプリ更新等業務委託 （20,000部） 1,821,600円

(3)　総合防災訓練

役 務 費   市民に対する防災意識の高揚、防災関係機関及び災害協定締結団体との連携体制の強化を図り、

　発災時の対応をより円滑に行うことを目的とした総合防災訓練を実施した。

委 託 料  ・実施日 令和元年9月15日（日）

 ・会場 上宿小学校

使用料及び賃借料  ・参加者 市職員及び防災関係機関　524人、市民及び見学者　1,312人　　計　1,836人

備 品 購 入 費

（防災危機管理課）

決算書 都 補 助 金 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

防 災 施 設 の 34～37 　防災行政無線、震災対策用井戸などの維持管理を行うことにより、災害時における防災施設機能の維持を図ることを

維 持 管 理 行政評価 基 金 繰 入 金 需 用 費 目的とする。

２　執行状況及び成果 

市 債 役 務 費 (1)　防災行政無線の維持管理 

　保守点検 11,729,460円

一 般 財 源 委 託 料 (2)　デジタル防災行政無線(固定系）設計 3,003,000円

(3)　デジタル防災行政無線(固定系）改修工事 123,134,000円

使用料及び賃借料 (4)　震災対策用井戸の維持管理

① 震災対策用井戸指定謝礼 （81件） 202,500円

工 事 請 負 費 ② 震災対策用井戸水質検査 （103件） 1,450,240円

③ 震災対策用井戸修理費補助 （4件） 425,000円

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

（防災危機管理課）
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２ １ ９ 決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

防 災 関 係 団 体 の 34～37 　地域住民が、「自分たちのまちは自分たちで守る」という防災の基本理念に基づき、自発的に防災活動を行う自主

育 成 行政評価 需 用 費 防災組織を育成するとともに、災害の未然防止及び被害の軽減を図ることを目的とする。

58・62 ２　執行状況及び成果 

備 品 購 入 費 　自主防災組織の育成

　自主防災組織助成 （61組織） 2,738,522円

負担金、補助及び交付金

（防災危機管理課）

決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

防 災 施 設 及 び 34～37 　防災施設の整備や、救援物資の円滑な供給ができるように、食糧、生活必需品、医薬品、応急活動用資器材、

備 蓄 品 の 整 備 行政評価 一 般 財 源 委 託 料 燃料等の備蓄整備を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果 

備 品 購 入 費 (1)　防災備蓄品の整備　　　　 (備蓄食糧、簡易パーテーション等) 31,228,152円

(2)　災害時医薬品等整備　　　　 330,000円

(3)　マンホールトイレ資機材購入 　　（11か所） 9,612,000円

(4)　応急給水資機材倉庫の整備 1,841,626円

（防災危機管理課）

決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

防 犯 対 策 34～37 　空き巣、振り込め詐欺や子どもを狙った不審者など市内における犯罪が後を絶たない中、自発的に

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 防犯活動を行う自主防犯組織や小平防犯協会の育成及び防犯に関する啓発事業を通して犯罪の抑止を図り、

59・64・65 また、空き家等に対する取組については、小平市空き家等対策計画に基づき、空き家等の発生予防、適正管理、

委 託 料 活用方法等に関する周知、啓発を行うことにより、安全・安心なまちづくりに資することを目的とする。

２　執行状況及び成果 

備 品 購 入 費 (1)　防犯組織の育成

　小平防犯協会助成　 1,240,000円

負担金、補助及び交付金 (2)　防犯啓発用消耗品 371,870円

(3)　振り込め詐欺被害防止の自動通話録音機　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,814,400円

(4)　空き家等セミナー・個別相談会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   408,452円

(5)  地域防犯講座（イベント事業） 0円

　　 ※新型コロナウイルス感染拡大防止のためイベント中止

(6)  子どもの緊急避難場所「こども１１０番のいえ」制度への協力　　　家庭、商店、事業所等　 1,736か所

（地域安全課）
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２ １ ９ 決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

防 災 関 係 団 体 の 34～37 　地域住民が、「自分たちのまちは自分たちで守る」という防災の基本理念に基づき、自発的に防災活動を行う自主

育 成 行政評価 需 用 費 防災組織を育成するとともに、災害の未然防止及び被害の軽減を図ることを目的とする。

58・62 ２　執行状況及び成果 

備 品 購 入 費 　自主防災組織の育成

　自主防災組織助成 （61組織） 2,738,522円

負担金、補助及び交付金

（防災危機管理課）

決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

防 災 施 設 及 び 34～37 　防災施設の整備や、救援物資の円滑な供給ができるように、食糧、生活必需品、医薬品、応急活動用資器材、

備 蓄 品 の 整 備 行政評価 一 般 財 源 委 託 料 燃料等の備蓄整備を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果 

備 品 購 入 費 (1)　防災備蓄品の整備　　　　 (備蓄食糧、簡易パーテーション等) 31,228,152円

(2)　災害時医薬品等整備　　　　 330,000円

(3)　マンホールトイレ資機材購入 　　（11か所） 9,612,000円

(4)　応急給水資機材倉庫の整備 1,841,626円

（防災危機管理課）

決算書 都 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

防 犯 対 策 34～37 　空き巣、振り込め詐欺や子どもを狙った不審者など市内における犯罪が後を絶たない中、自発的に

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 防犯活動を行う自主防犯組織や小平防犯協会の育成及び防犯に関する啓発事業を通して犯罪の抑止を図り、

59・64・65 また、空き家等に対する取組については、小平市空き家等対策計画に基づき、空き家等の発生予防、適正管理、

委 託 料 活用方法等に関する周知、啓発を行うことにより、安全・安心なまちづくりに資することを目的とする。

２　執行状況及び成果 

備 品 購 入 費 (1)　防犯組織の育成

　小平防犯協会助成　 1,240,000円

負担金、補助及び交付金 (2)　防犯啓発用消耗品 371,870円

(3)　振り込め詐欺被害防止の自動通話録音機　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  1,814,400円

(4)　空き家等セミナー・個別相談会の開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   408,452円

(5)  地域防犯講座（イベント事業） 0円

　　 ※新型コロナウイルス感染拡大防止のためイベント中止

(6)  子どもの緊急避難場所「こども１１０番のいえ」制度への協力　　　家庭、商店、事業所等　 1,736か所

（地域安全課）
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２ １ 地域振興費 １　事務事業の目的 

決算書 都 補 助 金 需 用 費 　自治会等に対し、事務費、防犯灯電気料及び掲示板設置費等を補助することにより市と自治会等との円滑な協力

自 治 会 助 成 36～37 関係を推進することを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 負担金、補助及び交付金 ２　執行状況及び成果 

(1)　自治会等事務交付金交付事業（自治会等加入世帯一世帯当たり100円）　　

交付団体数 318団体

交付世帯数 30,781世帯

(2)　防犯灯電気料補助事業　　　

補助団体数 382団体

補助対象防犯灯数 4,215基

(3)　防犯灯設置費補助事業（新設1基当たり20,000円、建替1基当たり15,000円を限度）

補助対象数 新設 177基(51団体） 3,530,000円

建替 10基( 8団体） 148,824円

(4)　防犯灯維持管理費補助事業（1灯当たり200円を限度） 　　　

補助対象数 844灯(60団体）

(5)　掲示板設置費補助事業（設置費の7割、ただし限度額13,000円） 

補助対象数 2基(2団体）

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 一 般 財 源 負担金、補助及び交付金 １　事務事業の目的 

市 民 ま つ り 36～37 　市民まつりは、小平市民まつり実行委員会が企画運営し、市民（各種団体等）がそれぞれの立場で、市民まつりに

行政評価 参加することにより、市民意識及び連帯意識（ふれあい等）の向上を図り、新しい「ふるさと」づくりを促進することを目的

として開催されている。本事業は、市が実行委員会に補助金を交付することにより、その趣旨が達成されることを目的と

する。

２　執行状況及び成果 

　開催日：令和元年10月20日（日）

　場　 所：「あかしあ通り」の青梅街道仲町交差点から小平団地西交差点間（約1.5ｋｍ）を交通規制（歩行者天国）を

　　　　　 　しいて実施

　来場者：約12万人

（市民協働・男女参画推進課）

13,911,799円

3,678,824円

152,252円

26,000円

3,082,400円
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２ １ 地域振興費 １　事務事業の目的 

決算書 都 補 助 金 需 用 費 　自治会等に対し、事務費、防犯灯電気料及び掲示板設置費等を補助することにより市と自治会等との円滑な協力

自 治 会 助 成 36～37 関係を推進することを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 負担金、補助及び交付金 ２　執行状況及び成果 

(1)　自治会等事務交付金交付事業（自治会等加入世帯一世帯当たり100円）　　

交付団体数 318団体

交付世帯数 30,781世帯

(2)　防犯灯電気料補助事業　　　

補助団体数 382団体

補助対象防犯灯数 4,215基

(3)　防犯灯設置費補助事業（新設1基当たり20,000円、建替1基当たり15,000円を限度）

補助対象数 新設 177基(51団体） 3,530,000円

建替 10基( 8団体） 148,824円

(4)　防犯灯維持管理費補助事業（1灯当たり200円を限度） 　　　

補助対象数 844灯(60団体）

(5)　掲示板設置費補助事業（設置費の7割、ただし限度額13,000円） 

補助対象数 2基(2団体）

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 一 般 財 源 負担金、補助及び交付金 １　事務事業の目的 

市 民 ま つ り 36～37 　市民まつりは、小平市民まつり実行委員会が企画運営し、市民（各種団体等）がそれぞれの立場で、市民まつりに

行政評価 参加することにより、市民意識及び連帯意識（ふれあい等）の向上を図り、新しい「ふるさと」づくりを促進することを目的

として開催されている。本事業は、市が実行委員会に補助金を交付することにより、その趣旨が達成されることを目的と

する。

２　執行状況及び成果 

　開催日：令和元年10月20日（日）

　場　 所：「あかしあ通り」の青梅街道仲町交差点から小平団地西交差点間（約1.5ｋｍ）を交通規制（歩行者天国）を

　　　　　 　しいて実施

　来場者：約12万人

（市民協働・男女参画推進課）

13,911,799円

3,678,824円

152,252円

26,000円

3,082,400円
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２ １ 決算書 使 用 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

地 域 セ ン タ ー 36～37 　地域住民相互の交流及び市民福祉の向上を図るため、「ふれあいといこいの場」として、幼児から高齢者までの幅

維 持 管 理 行政評価 都 補 助 金 ４ 共 済 費 広い年齢層が気軽に利用できるコミュニティ活動の場を提供することを目的とする。

２　執行状況及び成果 

財 産 運 用 収 入 ７ 賃 金

基 金 繰 入 金 旅 費

雑 入 需 用 費

一 般 財 源 役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

＊被災者一時生活センター

　分を含む

（市民協働・男女参画推進課）

小川町二丁目地域センター

花小金井南地域センター

喜 平 図 書 館 集 会 室

合　　　　計

東部市民センター集会室

上 宿 図 書 館 集 会 室

小川町一丁目地域センター

小　　　　計

小川東第二地域センター

御 幸 地 域 セ ン タ ー

美 園 地 域 セ ン タ ー

小川西町中宿地域センター

学 園 西 町 地 域 セ ン タ ー

小 川 東 町 地 域 セ ン タ ー

花小金井北地域センター

学 園 東 町 地 域 セ ン タ ー

小 川 西 町 地 域 セ ン タ ー

上 水 本 町 地 域 セ ン タ ー

天 神 地 域 セ ン タ ー

中 島 地 域 セ ン タ ー

上 水 新 町 地 域 セ ン タ ー

大 沼 地 域 セ ン タ ー

鈴 木 地 域 セ ン タ ー

施　　設　　名 利 用 件 数(件) 利 用 人 員(人) 維 持 管 理 費（円）

喜 平 地 域 セ ン タ ー
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２ １ 決算書 使 用 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

小平元気村おがわ東 36～37 　小平元気村おがわ東は、市民参加を基本に市民の意見を取り入れた複合施設であり、子どもから青少年、高齢者

維 持 管 理 行政評価 都 補 助 金 ４ 共 済 費 までが自由に気がねなく利用できるように、自主活動の推進及び交流の場を提供することを目的とする。

２　執行状況及び成果 

財 産 運 用 収 入 需 用 費

雑 入 役 務 費

一 般 財 源 委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

ＮＰ Ｏ・ ボラ ンテ ィア 36～37 　市の課題を協働により解決を図る取組を実施することで参加や協働を通じた市民自治の推進を図ることを目的とする。

活 動 促 進 行政評価 需 用 費 ２　執行状況及び成果 

(１)　提示型公募事業

委 託 料 ・ 応募件数（一般部門）　6件、採択件数　3件

(2)　いきいき協働事業

　　　・ 提案事業 ： 応募件数　3件、採択件数　3件

(3)　協働の推進に関する職員研修会を開催

(4)　協働事業のフォローアップ支援交流会を実施

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 都 補 助 金 委 託 料 １　事務事業の目的 

市 民 活 動 支 援 36～37 市民活動の拠点としての小平市民活動支援センターあすぴあにおいて、市民活動に関する学習・交流の場の提供

セ ン タ ー 行政評価 一 般 財 源 及び情報収集、相談事業などを実施し、市民の自主的な社会貢献活動を支援することを目的とする。

２　執行状況及び成果 

小平市民活動支援センターあすぴあ

　・ 来場者数、学習会等参加者数 ： 8,354人

　・ 登録団体数 ： 132団体

　・ イベント：学習会（4回）、市民活動交流サロン（3回）、元気村まつり2019の開催

　・ こだいら人財の森事業の開始（個人登録30人、団体登録15団体、マッチング成立10件）

　・ 周知イベント「地域デビュー体験講座」の開催

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 １　事務事業の目的 

地 域 自 治 推 進 36～37 地域社会を構成する多様な担い手が協働し、市民が地域活動へ積極的に参加していく、地域が地域を担うしくみ

行政評価 委 託 料 である地域自治の推進を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果 

地域連絡会等の開催回数 5回

（市民協働・男女参画推進課）

負担金、補助及び交付金

体育施設

施設名 利用件数（件）利用人員（人）

集会施設
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

大 学 連 携 推 進 36～37 市内の大学における相互の資源を活用した連携を促進し、地域社会の発展及び人材の育成を図ることを目的と

行政評価 委 託 料 する。

２　執行状況及び成果 

負担金、補助及び交付金 (１)　連絡調整会議の開催回数　　　3回

(2)　小平市大学連携協議会及び「まちで楽しむ7」の運営費補助

(3)　包括連携協定の締結（嘉悦大学）

(4)　提示型公募事業（学生部門）

・ 応募件数　3件、採択件数　3件

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 財 産 売 払 収 入 役 務 費 １　事務事業の目的 

小 平 ふ る さ と 村 36～37 　小平ふるさと村の維持管理を図るとともに、文化事業の実施により郷土文化の理解・継承と、地域の活性化を図ること

管 理 運 営 行政評価 雑 入 委 託 料 を目的とする。

２　執行状況及び成果　 

一 般 財 源

ふるさと村指定管理料　　　　　　 39,810,000円

(文化スポーツ課）

決算書 基 金 繰 入 金 負担金、補助及び交付金 １　事務事業の目的 

国 際 交 流 36～37 　小平市国際交流協会の運営及び事業費の一部を助成することにより、地域における市民レベルの国際交流推進を図る

行政評価 一 般 財 源 ことを目的とする。

57・76 ２　執行状況及び成果 

　小平市国際交流協会への補助 13,768,000円

(文化スポーツ課）

決算書 一 般 財 源 報 償 費 １　事務事業の目的 

ふ れ あ い の 36～37 　「ふれあいの森林」の作業路草刈りと「ふれあいの広場」の維持管理を実施することにより、姉妹都市北海道留萌郡

森 林 づ く り 行政評価 旅 費 小平町とのふれあいと国の緑資源の培養を図ることを目的とする。

76・98 ２　執行状況及び成果 

委 託 料 　ふれあいの森林管理業務委託 612,610円

(文化スポーツ課）

一日平均（人）

入園者数（人）

1月 2月 3月 合　計

開園日数（日）

7月 8月 9月 10月 11月 12月月 4月 5月 6月
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 使 用 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

平櫛田中彫刻美術館 36～37 　小平市名誉市民で文化勲章受章者である彫刻家平櫛田中の終えんの館を保存し、広く市民に公開する。また、木

管 理 運 営 行政評価 国 庫 補 助 金 ４ 共 済 費 彫を中心とした作品、書、田中が愛用した身のまわりの品や彫刻道具、参考資料等を展示することにより市民の文化

の発展に寄与することを目的とする。

都 補 助 金 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果　

平櫛田中彫刻美術館の公開

財 産 売 払 収 入 ８ 報 償 費 開館日数 277日

総入館者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,391人

基 金 繰 入 金 ９ 旅 費 1日平均入館者数 30人

　

雑 入 需 用 費

一 般 財 源 役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

～

備 品 購 入 費 ～

負担金、補助及び交付金

平櫛田中作「書」等の表装

表装数       6点

(文化スポーツ課）

木彫ワークショップ
※武蔵野美術大学、小平市文化振興財団との
共催

令和元年8月17日 ～ 令和元年8月18日

展覧会「でんちゅうストラット」
※武蔵野美術大学、小平市文化振興財団との
共催

令和元年7月31日 ～ 令和元年9月8日

ルネこだいら×平櫛田中彫刻美術館
出前コンサート　※小平市文化振興財団と
の共催

令和元年10月26日

令和元年11月1日 令和元年11月3日

イベント

わくわく発見！親子で美術館 令和元年7月20日

ナイトミュージアム 令和元年8月24日

令 和 元 年 月 日 ～ 令 和 元 年 月 日

内　　　　　　容 開　　催　　期　　間　　・　　開　　催　　日 参加者数（人）

お茶会
春のお茶会 平成31年4月19日 平成31年4月21日

秋のお茶会

「花鳥風月」 令 和 年 月 日 ～ 令 和 年 月 日

開　　　催　　　期　　　間 入館者数(人)

企画展

「平櫛田中と収集」 平 成 年 月 日 ～ 令 和 元 年 月 日

内　　　　　　容

「平櫛田中がみつめた書の世界」 令和元年 月 日 ～ 令 和 年 月 日

[心のふるさと井原」 令 和 元 年 月 日 ～ 令和元年 月 日

「若き日の平櫛田中」
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 使 用 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

平櫛田中彫刻美術館 36～37 　小平市名誉市民で文化勲章受章者である彫刻家平櫛田中の終えんの館を保存し、広く市民に公開する。また、木

管 理 運 営 行政評価 国 庫 補 助 金 ４ 共 済 費 彫を中心とした作品、書、田中が愛用した身のまわりの品や彫刻道具、参考資料等を展示することにより市民の文化

の発展に寄与することを目的とする。

都 補 助 金 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果　

平櫛田中彫刻美術館の公開

財 産 売 払 収 入 ８ 報 償 費 開館日数 277日

総入館者数　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　8,391人

基 金 繰 入 金 ９ 旅 費 1日平均入館者数 30人

　

雑 入 需 用 費

一 般 財 源 役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

～

備 品 購 入 費 ～

負担金、補助及び交付金

平櫛田中作「書」等の表装

表装数       6点

(文化スポーツ課）

木彫ワークショップ
※武蔵野美術大学、小平市文化振興財団との
共催

令和元年8月17日 ～ 令和元年8月18日

展覧会「でんちゅうストラット」
※武蔵野美術大学、小平市文化振興財団との
共催

令和元年7月31日 ～ 令和元年9月8日

ルネこだいら×平櫛田中彫刻美術館
出前コンサート　※小平市文化振興財団と
の共催

令和元年10月26日

令和元年11月1日 令和元年11月3日

イベント

わくわく発見！親子で美術館 令和元年7月20日

ナイトミュージアム 令和元年8月24日

令 和 元 年 月 日 ～ 令 和 元 年 月 日

内　　　　　　容 開　　催　　期　　間　　・　　開　　催　　日 参加者数（人）

お茶会
春のお茶会 平成31年4月19日 平成31年4月21日

秋のお茶会

「花鳥風月」 令 和 年 月 日 ～ 令 和 年 月 日

開　　　催　　　期　　　間 入館者数(人)

企画展

「平櫛田中と収集」 平 成 年 月 日 ～ 令 和 元 年 月 日

内　　　　　　容

「平櫛田中がみつめた書の世界」 令和元年 月 日 ～ 令 和 年 月 日

[心のふるさと井原」 令 和 元 年 月 日 ～ 令和元年 月 日

「若き日の平櫛田中」
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款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 市民文化会館費 １　事務事業の目的 

決算書 使 用 料 役 務 費 　文化・芸術の拠点としての小平市民文化会館の維持管理を図るとともに、すぐれた文化・芸術事業を企画・実施し、

市 民 文 化 会 館 36～37 地域社会の発展と豊かな市民生活の形成に寄与することを目的とする。

管 理 運 営 行政評価 都 補 助 金 委 託 料 ２　執行状況及び成果 

　・市民文化会館指定管理料  419,819,000円

雑 入 使用料及び賃借料 　・市民文化会館雨水槽清掃等委託　　　    1,287,000円

　・市民文化会館雨水槽躯体健全度確認調査業務委託　　    2,794,000円

市 債 工 事 請 負 費 　・市民文化会館雨水槽補修工事設計業務委託　　　    3,740,000円

　・市民文化会館設備改修（上水揚水ポンプ等改修工事）　　　    5,424,100円

一 般 財 源 備 品 購 入 費 　・市民文化会館舞台音響設備改修工事（大ホール舞台音響設備改修工事）　　　    36,267,000円

（文化スポーツ課）

決算書 一 般 財 源 負担金、補助及び交付金 １　事務事業の目的 

文 化 振 興 財 団 36～37 　公益財団法人小平市文化振興財団運営費に助成することにより、地域の文化・芸術の振興と活性化を図ることを

へ の 補 助 行政評価 目的とする。

２　執行状況及び成果 

　文化振興財団運営費補助 1,634,000円

（文化スポーツ課）

青少年男女平等費 １　事務事業の目的 

決算書 都 補 助 金 １ 報 酬   公募市民による「男女共同参画推進実行委員会」を組織し、広報誌の発行や、フォーラム（講演会）を開催する

男 女 共 同 参 画 推 進 36～39 ことなどによって、男女共同参画の意識啓発と推進を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　男女共同参画の意識啓発

７ 賃 金 ・ 男女共同参画推進審議会開催（2回）

・ 男女共同参画推進実行委員会（公募市民8人）

８ 報 償 費 ・ 第23回「女(ひと)と男(ひと)のフォーラム」開催（参加者140人、保育7人）

・ 広報誌『ひらく』第45号、46号発行（A4判、8ページ、各7,000部）

需 用 費 ・ 男女共同参画推進実行委員会、男女共同参画センター利用登録団体との共催事業（全3回、参加者延べ494人）

　男女共同参画週間講演会（参加者143人、保育4人）

役 務 費 　 　元気村まつり2019に合わせた男女共同参画センターの企画（4企画、参加者延べ321人）　

　人権（ＬＧＢＴ）講座（参加者30人、保育3人）

委 託 料 ・ マザーズハローワークとの共催事業

　女性の就労支援講座（参加者19人、保育12人）

負担金、補助及び交付金 ・ デートＤＶ防止啓発講座（市内大学生向け2回、参加者270人）（市内高校生向け1回、参加者145人）

・ 事業者向け女性活躍推進セミナー（1回、参加者数17人）

（市民協働・男女参画推進課）

償還金、利子及び割引料
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２ １ 市民文化会館費 １　事務事業の目的 

決算書 使 用 料 役 務 費 　文化・芸術の拠点としての小平市民文化会館の維持管理を図るとともに、すぐれた文化・芸術事業を企画・実施し、

市 民 文 化 会 館 36～37 地域社会の発展と豊かな市民生活の形成に寄与することを目的とする。

管 理 運 営 行政評価 都 補 助 金 委 託 料 ２　執行状況及び成果 

　・市民文化会館指定管理料  419,819,000円

雑 入 使用料及び賃借料 　・市民文化会館雨水槽清掃等委託　　　    1,287,000円

　・市民文化会館雨水槽躯体健全度確認調査業務委託　　    2,794,000円

市 債 工 事 請 負 費 　・市民文化会館雨水槽補修工事設計業務委託　　　    3,740,000円

　・市民文化会館設備改修（上水揚水ポンプ等改修工事）　　　    5,424,100円

一 般 財 源 備 品 購 入 費 　・市民文化会館舞台音響設備改修工事（大ホール舞台音響設備改修工事）　　　    36,267,000円

（文化スポーツ課）

決算書 一 般 財 源 負担金、補助及び交付金 １　事務事業の目的 

文 化 振 興 財 団 36～37 　公益財団法人小平市文化振興財団運営費に助成することにより、地域の文化・芸術の振興と活性化を図ることを

へ の 補 助 行政評価 目的とする。

２　執行状況及び成果 

　文化振興財団運営費補助 1,634,000円

（文化スポーツ課）

青少年男女平等費 １　事務事業の目的 

決算書 都 補 助 金 １ 報 酬   公募市民による「男女共同参画推進実行委員会」を組織し、広報誌の発行や、フォーラム（講演会）を開催する

男 女 共 同 参 画 推 進 36～39 ことなどによって、男女共同参画の意識啓発と推進を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　男女共同参画の意識啓発

７ 賃 金 ・ 男女共同参画推進審議会開催（2回）

・ 男女共同参画推進実行委員会（公募市民8人）

８ 報 償 費 ・ 第23回「女(ひと)と男(ひと)のフォーラム」開催（参加者140人、保育7人）

・ 広報誌『ひらく』第45号、46号発行（A4判、8ページ、各7,000部）

需 用 費 ・ 男女共同参画推進実行委員会、男女共同参画センター利用登録団体との共催事業（全3回、参加者延べ494人）

　男女共同参画週間講演会（参加者143人、保育4人）

役 務 費 　 　元気村まつり2019に合わせた男女共同参画センターの企画（4企画、参加者延べ321人）　

　人権（ＬＧＢＴ）講座（参加者30人、保育3人）

委 託 料 ・ マザーズハローワークとの共催事業

　女性の就労支援講座（参加者19人、保育12人）

負担金、補助及び交付金 ・ デートＤＶ防止啓発講座（市内大学生向け2回、参加者270人）（市内高校生向け1回、参加者145人）

・ 事業者向け女性活躍推進セミナー（1回、参加者数17人）

（市民協働・男女参画推進課）

償還金、利子及び割引料
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

男 女 共 同 参 画 36～39   男女共同参画意識の啓発・向上を目的とした情報収集・交流の場として、また、市民活動のネットワーク化を図る

セ ン タ ー 行政評価 役 務 費 ための拠点として運営を行う。

２　執行状況及び成果

委 託 費 ・ センター運営に係る経費

・ 施設整備に係る経費

使用料及び賃借料

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

女 性 相 談 36～39 　女性に関する生き方、暮らし、人間関係、配偶者等からの暴力などの相談を傾聴し、必要な場合は、専門機関と

行政評価 役 務 費 連携を図ることで、不安や悩みなどの問題解決に努めることを目的とする。

２　執行状況及び成果

委 託 料 　女性相談　　1,125件/290日

使用料及び賃借料

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 財 産 売 払 収 入 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

青 少 年 問 題 対 策 36～39 　青少年に関する施策の総合調整を行い、青少年の健全育成を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 需 用 費 ２　執行状況及び成果　

青少年問題協議会委員 17人

任期 平成31年4月1日～令和3年3月31日

協議会の開催 2回

（子育て支援課）

諸  費 １　事務事業の目的 

決算書 都 補 助 金 　多摩北部都市広域行政圏を構成する小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市で共同設置した多摩

多摩六都科学館組合 38～39 六都科学館を運営し、圏域の生涯学習の推進及び科学への興味・関心の向上を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 ２　執行状況及び成果

　入館者数　（平成31年4月1日～令和2年3月31日）　 （単位：人） （単位：日）

　［施設の内容］ ・展示施設

　　　　　　　　　　　　　・プラネタリウムと大型映像

・学習施設

（政　策　課）

団　体
入館者数

大人・小人別 個人・団体別
開館日数

大　人 小　人 個　人

負担金、補助及び交付金
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

男 女 共 同 参 画 36～39   男女共同参画意識の啓発・向上を目的とした情報収集・交流の場として、また、市民活動のネットワーク化を図る

セ ン タ ー 行政評価 役 務 費 ための拠点として運営を行う。

２　執行状況及び成果

委 託 費 ・ センター運営に係る経費

・ 施設整備に係る経費

使用料及び賃借料

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的 

女 性 相 談 36～39 　女性に関する生き方、暮らし、人間関係、配偶者等からの暴力などの相談を傾聴し、必要な場合は、専門機関と

行政評価 役 務 費 連携を図ることで、不安や悩みなどの問題解決に努めることを目的とする。

２　執行状況及び成果

委 託 料 　女性相談　　1,125件/290日

使用料及び賃借料

（市民協働・男女参画推進課）

決算書 財 産 売 払 収 入 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

青 少 年 問 題 対 策 36～39 　青少年に関する施策の総合調整を行い、青少年の健全育成を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 需 用 費 ２　執行状況及び成果　

青少年問題協議会委員 17人

任期 平成31年4月1日～令和3年3月31日

協議会の開催 2回

（子育て支援課）

諸  費 １　事務事業の目的 

決算書 都 補 助 金 　多摩北部都市広域行政圏を構成する小平市、東村山市、清瀬市、東久留米市、西東京市で共同設置した多摩

多摩六都科学館組合 38～39 六都科学館を運営し、圏域の生涯学習の推進及び科学への興味・関心の向上を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 ２　執行状況及び成果

　入館者数　（平成31年4月1日～令和2年3月31日）　 （単位：人） （単位：日）

　［施設の内容］ ・展示施設

　　　　　　　　　　　　　・プラネタリウムと大型映像

・学習施設

（政　策　課）

団　体
入館者数

大人・小人別 個人・団体別
開館日数

大　人 小　人 個　人

負担金、補助及び交付金
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 国 庫 負 担 金 負担金、補助及び交付金 １　事務事業の目的

私 立 幼 稚 園 教 育 38～39 　私立幼稚園の幼児教育充実振興及び私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の負担を軽減することを目的とする。

充 実 振 興 行政評価 国 庫 補 助 金 扶 助 費 ２　執行状況及び成果

256・257 (1)　小平市私立幼稚園協会補助

都 負 担 金 償還金、利子及び割引料

都 補 助 金

一 般 財 源

(2)　私立幼稚園等園児保護者補助（私立幼稚園等に在籍する3・4・5歳児の保護者対象）

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

 別掲（市制度加算)

次ページへ続く

〃

市民税所得割額が211,200円以下の世帯

〃

〃

市民税所得割額が77,100円以下の世帯

〃

〃

〃

第2子以降加算

歳
児

生活保護世帯、市民税非課税世帯、市民税所得割非課
税世帯及び市民税所得割額が77,100円以下の世帯のう
ち一人親世帯等（第一子）

市民税所得割額が77,100円以下の世帯

市民税所得割額が256,300円以下の世帯

〃

市民税所得割256,300円を超える世帯

小　　　　　　　　　　　　　　　計

市民税所得割額が256,300円以下の世帯

市民税所得割256,300円を超える世帯

歳
児

生活保護世帯、市民税非課税世帯、市民税所得割非課
税世帯及び市民税所得割額が77,100円以下の世帯のう
ち一人親世帯等（第一子）

歳
児

（
満

歳
児
含
む

）

生活保護世帯、市民税非課税世帯、市民税所得割非課
税世帯及び市民税所得割額が77,100円以下の世帯のう
ち一人親世帯等（第一子）

市民税所得割額が77,100円以下の世帯

〃

市民税所得割額が256,300円以下の世帯

合　　　　　　　　計

園 児 健 康 管 理 補 助 事 業 費

園 具 ・ 教 具 補 助 事 業 費

・平成31年4月～令和元年9月分 新制度へ移行している幼稚園・認定こども園 新制度へ移行していない幼稚園

区       分
月額
（円）

延べ人
数（人）

金 額 （円）
月額
（円）

延べ人
数（人）

金 額 （円）

教 職 員 研 修 補 助 事 業 費

区 分 金　　　額　 （円）

一 般 事 業 費

心身障害児等教育補助事業費

市民税所得割額が211,200円以下の世帯

市民税所得割額が211,200円以下の世帯

〃

市民税所得割256,300円を超える世帯

－ 80 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 国 庫 負 担 金 負担金、補助及び交付金 １　事務事業の目的

私 立 幼 稚 園 教 育 38～39 　私立幼稚園の幼児教育充実振興及び私立幼稚園等に在籍する園児の保護者の負担を軽減することを目的とする。

充 実 振 興 行政評価 国 庫 補 助 金 扶 助 費 ２　執行状況及び成果

256・257 (1)　小平市私立幼稚園協会補助

都 負 担 金 償還金、利子及び割引料

都 補 助 金

一 般 財 源

(2)　私立幼稚園等園児保護者補助（私立幼稚園等に在籍する3・4・5歳児の保護者対象）

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

第二子以降の世帯

 別掲（市制度加算)

次ページへ続く

〃

市民税所得割額が211,200円以下の世帯

〃

〃

市民税所得割額が77,100円以下の世帯

〃

〃

〃

第2子以降加算

歳
児

生活保護世帯、市民税非課税世帯、市民税所得割非課
税世帯及び市民税所得割額が77,100円以下の世帯のう
ち一人親世帯等（第一子）

市民税所得割額が77,100円以下の世帯

市民税所得割額が256,300円以下の世帯

〃

市民税所得割256,300円を超える世帯

小　　　　　　　　　　　　　　　計

市民税所得割額が256,300円以下の世帯

市民税所得割256,300円を超える世帯

歳
児

生活保護世帯、市民税非課税世帯、市民税所得割非課
税世帯及び市民税所得割額が77,100円以下の世帯のう
ち一人親世帯等（第一子）

歳
児

（
満

歳
児
含
む

）

生活保護世帯、市民税非課税世帯、市民税所得割非課
税世帯及び市民税所得割額が77,100円以下の世帯のう
ち一人親世帯等（第一子）

市民税所得割額が77,100円以下の世帯

〃

市民税所得割額が256,300円以下の世帯

合　　　　　　　　計

園 児 健 康 管 理 補 助 事 業 費

園 具 ・ 教 具 補 助 事 業 費

・平成31年4月～令和元年9月分 新制度へ移行している幼稚園・認定こども園 新制度へ移行していない幼稚園

区       分
月額
（円）

延べ人
数（人）

金 額 （円）
月額
（円）

延べ人
数（人）

金 額 （円）

教 職 員 研 修 補 助 事 業 費

区 分 金　　　額　 （円）

一 般 事 業 費

心身障害児等教育補助事業費

市民税所得割額が211,200円以下の世帯

市民税所得割額が211,200円以下の世帯

〃

市民税所得割256,300円を超える世帯
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 前ページより続く

・令和元年10月～令和2年3月分

(3)　幼稚園アットホーム事業

(4)　施設型給付

 認定こども園（市内4園）  認定こども園（市外9園）

 幼稚園（市内2園）  幼稚園（市外3園）

(5)　幼稚園型一時預かり事業補助

(6)　保育士等キャリアアップ補助(認定こども園） 円

(7)　保育サービス推進事業補助（認定こども園） 円

(8)　保育従事職員宿舎借上げ支援事業（認定こども園） 円

(9)　実費徴収に係る補足給付を行う事業（生活保護世帯等への補助） 円

(10)　子育てのための施設等利用給付費

子育てのための施設等利用費（保育料）

子育てのための施設等利用費（預かり保育）

(11)　新型コロナウイルス感染症対策事業費補助（幼稚園・認定こども園） 円

次ページへ続く

合　　　　計 合　　　　計

延べ人数（人） 金額（円）

2施設

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

教育認定 教育認定

保育認定 保育認定

区　　　分 延べ人数（人）

4施設

3施設

園 数 （園） 延べ人数（人） 運営費補助金（円）

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

新制度へ移行している幼稚園・認定こども園

新制度へ移行していない幼稚園

合　　　　計

金額（円） 区　　　分 延べ人数（人）

園 数 （園） 延べ人数（人） 金額（円）

新制度へ移行していない幼稚園

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

国立附属幼稚園

金額（円）

4施設

教育認定 教育認定

合　　　　計
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 前ページより続く

・令和元年10月～令和2年3月分

(3)　幼稚園アットホーム事業

(4)　施設型給付

 認定こども園（市内4園）  認定こども園（市外9園）

 幼稚園（市内2園）  幼稚園（市外3園）

(5)　幼稚園型一時預かり事業補助

(6)　保育士等キャリアアップ補助(認定こども園） 円

(7)　保育サービス推進事業補助（認定こども園） 円

(8)　保育従事職員宿舎借上げ支援事業（認定こども園） 円

(9)　実費徴収に係る補足給付を行う事業（生活保護世帯等への補助） 円

(10)　子育てのための施設等利用給付費

子育てのための施設等利用費（保育料）

子育てのための施設等利用費（預かり保育）

(11)　新型コロナウイルス感染症対策事業費補助（幼稚園・認定こども園） 円

次ページへ続く

合　　　　計 合　　　　計

延べ人数（人） 金額（円）

2施設

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

教育認定 教育認定

保育認定 保育認定

区　　　分 延べ人数（人）

4施設

3施設

園 数 （園） 延べ人数（人） 運営費補助金（円）

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

新制度へ移行している幼稚園・認定こども園

新制度へ移行していない幼稚園

合　　　　計

金額（円） 区　　　分 延べ人数（人）

園 数 （園） 延べ人数（人） 金額（円）

新制度へ移行していない幼稚園

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

区　　　分 延べ人数（人） 金額（円）

国立附属幼稚園

金額（円）

4施設

教育認定 教育認定

合　　　　計
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 前ページより続く

(12)　幼稚園就園奨励費補助

    区分

 1　生活保護世帯

 2　市民税非課税世帯及び市民税所得割非課税世帯

 3　市民税所得割77,100円以下の世帯

 4　市民税所得割211,200円以下の世帯

 1　生活保護世帯

 2　市民税非課税世帯及び市民税所得割非課税世帯

 3　市民税所得割77,100円以下の世帯

 4　市民税所得割211,200円以下の世帯

 5　市民税所得割211,200円を超える世帯

 1　生活保護世帯

 2　市民税非課税世帯及び市民税所得割非課税世帯

 3　市民税所得割77,100円以下の世帯

 4　市民税所得割211,200円以下の世帯

 5　市民税所得割211,200円を超える世帯

（保　育  課）

合計

第
二
子

第
三
子

月額 （円） 延べ人数（人） 金 額 （円）

第
一
子

－ 84 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 前ページより続く

(12)　幼稚園就園奨励費補助

    区分

 1　生活保護世帯

 2　市民税非課税世帯及び市民税所得割非課税世帯

 3　市民税所得割77,100円以下の世帯

 4　市民税所得割211,200円以下の世帯

 1　生活保護世帯

 2　市民税非課税世帯及び市民税所得割非課税世帯

 3　市民税所得割77,100円以下の世帯

 4　市民税所得割211,200円以下の世帯

 5　市民税所得割211,200円を超える世帯

 1　生活保護世帯

 2　市民税非課税世帯及び市民税所得割非課税世帯

 3　市民税所得割77,100円以下の世帯

 4　市民税所得割211,200円以下の世帯

 5　市民税所得割211,200円を超える世帯

（保　育  課）

合計

第
二
子

第
三
子

月額 （円） 延べ人数（人） 金 額 （円）

第
一
子

－ 85 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 国 庫 補 助 金 委 託 料 １　事務事業の目的 

プ レ ミ ア ム 付 38～39 　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券の販売をすることにより、消費税率の引上げによる

商 品 券 行政評価 負担金、補助及び交付金 低所得者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起し、及び下支えする

（ 販 売 ・ 換 金 分 ） ことを目的とする。

２　執行状況及び成果 

　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券を販売した。

・販売期間　　令和元年9月24日～令和2年2月29日

・販売冊数　　61,534冊

（産業振興課）

決算書 国 庫 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

プ レ ミ ア ム 付 38～39 　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券の販売をすることにより、消費税率の引上げによる

商 品 券 行政評価 委 託 料 低所得者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起し、及び下支えする

（ 購 入 引 換 券 交 付 ことを目的とする。

・ 子 育 て 世 帯 分 ） ２　執行状況及び成果 

　平成28年4月2日から令和元年9月30日までに生まれた児童の属する世帯の世帯主に対し、購入引換券を発行した。

購入引換券発行人数　　5,809人

（子育て支援課）

決算書 国 庫 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

プ レ ミ ア ム 付 38～39 　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券の販売をすることにより、消費税率の引上げによる

商 品 券 行政評価 役 務 費 低所得者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起し、及び下支えする

（ 購 入 引 換 券 交 付 ことを目的とする。

・ 低 所 得 者 分 ） 委 託 料 ２　執行状況及び成果 

　プレミアム付商品券の購入対象になる可能性がある方に対し、購入引換券交付申請書を発送した。

・申請書受付期間　　令和元年8月21日～11月30日

　 ・申請書発送人数　　28,155人

　 ・購入引換券発行人数　　11,223人

（生活支援課）

２ 徴　税　費 １　事務事業の目的 

２ 賦　課　費 　地方税法等の定めるところによる課税事務や証明書発行事務を円滑に遂行することを目的とする。

決算書 手 数 料 １ 報 酬 ２　執行状況及び成果 　

税 務 課 の 運 営 38～39

行政評価 一 般 財 源 ４ 共 済 費

７ 賃 金

９ 旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

（税　務　課）

閲 覧

総 計

固 定 資 産 関 係 証 明

住 宅 用 家 屋 証 明

公 図 写 交 付

課 税 証 明

区 分
平成30年度 令和元年度

件 数 （件） 金 額 （円） 件 数 （件） 金 額 （円）

納 税 証 明

－ 86 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ １ 決算書 国 庫 補 助 金 委 託 料 １　事務事業の目的 

プ レ ミ ア ム 付 38～39 　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券の販売をすることにより、消費税率の引上げによる

商 品 券 行政評価 負担金、補助及び交付金 低所得者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起し、及び下支えする

（ 販 売 ・ 換 金 分 ） ことを目的とする。

２　執行状況及び成果 

　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券を販売した。

・販売期間　　令和元年9月24日～令和2年2月29日

・販売冊数　　61,534冊

（産業振興課）

決算書 国 庫 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

プ レ ミ ア ム 付 38～39 　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券の販売をすることにより、消費税率の引上げによる

商 品 券 行政評価 委 託 料 低所得者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起し、及び下支えする

（ 購 入 引 換 券 交 付 ことを目的とする。

・ 子 育 て 世 帯 分 ） ２　執行状況及び成果 

　平成28年4月2日から令和元年9月30日までに生まれた児童の属する世帯の世帯主に対し、購入引換券を発行した。

購入引換券発行人数　　5,809人

（子育て支援課）

決算書 国 庫 補 助 金 需 用 費 １　事務事業の目的 

プ レ ミ ア ム 付 38～39 　低所得者及び子育て世帯の世帯主に対しプレミアム付商品券の販売をすることにより、消費税率の引上げによる

商 品 券 行政評価 役 務 費 低所得者及び子育て世帯の消費に与える影響を緩和するとともに、地域における消費を喚起し、及び下支えする

（ 購 入 引 換 券 交 付 ことを目的とする。

・ 低 所 得 者 分 ） 委 託 料 ２　執行状況及び成果 

　プレミアム付商品券の購入対象になる可能性がある方に対し、購入引換券交付申請書を発送した。

・申請書受付期間　　令和元年8月21日～11月30日

　 ・申請書発送人数　　28,155人

　 ・購入引換券発行人数　　11,223人

（生活支援課）

２ 徴　税　費 １　事務事業の目的 

２ 賦　課　費 　地方税法等の定めるところによる課税事務や証明書発行事務を円滑に遂行することを目的とする。

決算書 手 数 料 １ 報 酬 ２　執行状況及び成果 　

税 務 課 の 運 営 38～39

行政評価 一 般 財 源 ４ 共 済 費

７ 賃 金

９ 旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

（税　務　課）

閲 覧

総 計

固 定 資 産 関 係 証 明

住 宅 用 家 屋 証 明

公 図 写 交 付

課 税 証 明

区 分
平成30年度 令和元年度

件 数 （件） 金 額 （円） 件 数 （件） 金 額 （円）

納 税 証 明

－ 87 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ２ ２ 決算書 雑 入 需 用 費 １　事務事業の目的 

諸 税 賦 課 38～39 　軽自動車税や市たばこ税について、地方税法等で定められた適正な課税により、市の自主財源を安定的に

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 確保することを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

委 託 料 (1)　軽自動車税

①　環境性能割

※　軽自動車税の環境性能割は、市税であるが、当分の間は東京都が賦課徴収を行う。

②　種別割

(2)　市たばこ税

（税　務　課）

決算書 雑 入 需 用 費 １　事務事業の目的 

市 民 税 賦 課 38～39 　個人の市民税・都民税、法人の市民税について、地方税法等で定められた適正な課税により、市の自主財源を

行政評価 一 般 財 源 委 託 料 安定的に確保することを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

使用料及び賃借料 (1)　個人の市民税・都民税

  1月1日現在、市内に住所を有する者及び事務所・事業所を有する者に対して適正な課税処理を行い、

納税通知書を発送する。

  また、実地調査、課税資料の収集整理等により、未申告調査を行う。

(2)　法人の市民税

  市内に住所を有する法人に対して申告期ごとに申告の勧奨を行う。　

  また、都税からの課税資料や実地調査等により、課税客体の適確な把握を行う。

（税　務　課）

総 計

特

別

徴

収

法 人 税 割

人 法 人 計

法 均 等 割

個 人 計

人 特別徴収計

平成30年度 令和元年度

調定額（円） 納税義務者（人） 調定額（円） 納税義務者（人）
区 分

年 金 特 徴

退 職 分 離

普 通 徴 収

個 給 与 特 徴

区 分
平成30年度 令和元年度

調定額（円） 台数（台） 調定額（円） 台数（台）

合 計

三輪以上の軽自動車 ― ―

区 分
平成30年度 令和元年度

調定額（円） 台数（台） 調定額（円） 台数（台）

原 動 機 付 自 転 車

軽 自 動 車

小 型 特 殊 自 動 車

二 輪 小 型 自 動 車

年度
平成30年度 令和元年度

調定額（円） 売渡本数（本） 調定額（円） 売渡本数（本）
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ２ ２ 決算書 雑 入 需 用 費 １　事務事業の目的 

諸 税 賦 課 38～39 　軽自動車税や市たばこ税について、地方税法等で定められた適正な課税により、市の自主財源を安定的に

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 確保することを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

委 託 料 (1)　軽自動車税

①　環境性能割

※　軽自動車税の環境性能割は、市税であるが、当分の間は東京都が賦課徴収を行う。

②　種別割

(2)　市たばこ税

（税　務　課）

決算書 雑 入 需 用 費 １　事務事業の目的 

市 民 税 賦 課 38～39 　個人の市民税・都民税、法人の市民税について、地方税法等で定められた適正な課税により、市の自主財源を

行政評価 一 般 財 源 委 託 料 安定的に確保することを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

使用料及び賃借料 (1)　個人の市民税・都民税

  1月1日現在、市内に住所を有する者及び事務所・事業所を有する者に対して適正な課税処理を行い、

納税通知書を発送する。

  また、実地調査、課税資料の収集整理等により、未申告調査を行う。

(2)　法人の市民税

  市内に住所を有する法人に対して申告期ごとに申告の勧奨を行う。　

  また、都税からの課税資料や実地調査等により、課税客体の適確な把握を行う。

（税　務　課）

総 計

特

別

徴

収

法 人 税 割

人 法 人 計

法 均 等 割

個 人 計

人 特別徴収計

平成30年度 令和元年度

調定額（円） 納税義務者（人） 調定額（円） 納税義務者（人）
区 分

年 金 特 徴

退 職 分 離

普 通 徴 収

個 給 与 特 徴

区 分
平成30年度 令和元年度

調定額（円） 台数（台） 調定額（円） 台数（台）

合 計

三輪以上の軽自動車 ― ―

区 分
平成30年度 令和元年度

調定額（円） 台数（台） 調定額（円） 台数（台）

原 動 機 付 自 転 車

軽 自 動 車

小 型 特 殊 自 動 車

二 輪 小 型 自 動 車

年度
平成30年度 令和元年度

調定額（円） 売渡本数（本） 調定額（円） 売渡本数（本）
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ２ ２ 決算書 雑 入 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

資 産 税 賦 課 38～39 　固定資産税・都市計画税について、地方税法等で定められた適正な課税により、市の自主財源を安定的に

行政評価 一 般 財 源 需 用 費 確保することを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

委 託 料 　土地、家屋及び償却資産の1月1日現在の所有者に対して、現況に即した適正な課税処理を行い、

納税通知書を発送する。

　また、登記済通知や実地調査等により、課税客体の適確な把握を行う。

（税　務　課）

３ 徴　収　費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 需 用 費 　｢納期内に自ら納税する｣自主納税意識の向上を図るとともに、未納者に対しては納税の勧奨及び滞納整理を行うこと

市 税 の 徴 収 38～41 により、市税の徴収率を向上させ、税の公平性を図るとともに、市の財源を確保することを目的とする。

行政評価 役 務 費 ２　執行状況及び成果 

　徴収率の向上策として、差押えや催告、財産調査の充実を図るなどの滞納整理に取り組んだ。

委 託 料 　具体的には、現年対策としての電話催告及び訪問調査を実施し、さらに、全国滞納者現地確認調査を委託した。

　納付機会の拡大策としては、平成21年度から軽自動車税、平成22年度から市・都民税（普通徴収）、固定資産税・都市

使用料及び賃借料 計画税、国民健康保険税のコンビニエンスストアでの納付、平成26年度からインターネットを経由したクレジットカードに

よる納付及び令和元年度からスマートフォンアプリでの納付を可能にした。このほか、夜間窓口及び日曜窓口を開設した。

　口座振替利用の促進策としては、申込書の納税通知書への同封、新築家屋調査時にパンフレット等を配付したほか、

平成28年12月からはキャッシュカードを使った窓口での申込受付（ペイジー口座振替受付サービス）を開始した。

公 課 費

(1)　市税徴収率の推移 (単位：％）

(2)　口座振替取扱率の推移 (単位：％）

次ページへ続く

計

軽 自 動 車 税

固定資産税・都市計画税

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市 ・ 都 民 税

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度

計

滞 納 繰 越 分 計

現 年 課 税 分 計

軽 自 動 車 税

固定資産税・都市計画税

法 人 市 民 税

個 人 市 民 税

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度区　　　　分 23年度 24年度 25年度

償還金、利子及び割引料

総 計 ― ―

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

区 分
平成30年度 令和元年度

調定額 （円） 納税義務者（人） 調定額 （円） 納税義務者（人）
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ２ ２ 決算書 雑 入 １ 報 酬 １　事務事業の目的 

資 産 税 賦 課 38～39 　固定資産税・都市計画税について、地方税法等で定められた適正な課税により、市の自主財源を安定的に

行政評価 一 般 財 源 需 用 費 確保することを目的とする。

２　執行状況及び成果 　

委 託 料 　土地、家屋及び償却資産の1月1日現在の所有者に対して、現況に即した適正な課税処理を行い、

納税通知書を発送する。

　また、登記済通知や実地調査等により、課税客体の適確な把握を行う。

（税　務　課）

３ 徴　収　費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 需 用 費 　｢納期内に自ら納税する｣自主納税意識の向上を図るとともに、未納者に対しては納税の勧奨及び滞納整理を行うこと

市 税 の 徴 収 38～41 により、市税の徴収率を向上させ、税の公平性を図るとともに、市の財源を確保することを目的とする。

行政評価 役 務 費 ２　執行状況及び成果 

　徴収率の向上策として、差押えや催告、財産調査の充実を図るなどの滞納整理に取り組んだ。

委 託 料 　具体的には、現年対策としての電話催告及び訪問調査を実施し、さらに、全国滞納者現地確認調査を委託した。

　納付機会の拡大策としては、平成21年度から軽自動車税、平成22年度から市・都民税（普通徴収）、固定資産税・都市

使用料及び賃借料 計画税、国民健康保険税のコンビニエンスストアでの納付、平成26年度からインターネットを経由したクレジットカードに

よる納付及び令和元年度からスマートフォンアプリでの納付を可能にした。このほか、夜間窓口及び日曜窓口を開設した。

　口座振替利用の促進策としては、申込書の納税通知書への同封、新築家屋調査時にパンフレット等を配付したほか、

平成28年12月からはキャッシュカードを使った窓口での申込受付（ペイジー口座振替受付サービス）を開始した。

公 課 費

(1)　市税徴収率の推移 (単位：％）

(2)　口座振替取扱率の推移 (単位：％）

次ページへ続く

計

軽 自 動 車 税

固定資産税・都市計画税

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市 ・ 都 民 税

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度

計

滞 納 繰 越 分 計

現 年 課 税 分 計

軽 自 動 車 税

固定資産税・都市計画税

法 人 市 民 税

個 人 市 民 税

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度区　　　　分 23年度 24年度 25年度

償還金、利子及び割引料

総 計 ― ―

固 定 資 産 税

都 市 計 画 税

区 分
平成30年度 令和元年度

調定額 （円） 納税義務者（人） 調定額 （円） 納税義務者（人）
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ２ ３ 前ページより続く

(3)　コンビニ収納取扱率の推移 (単位：％）

(4)　クレジットカード収納取扱率の推移 (単位：％）

(5)　差押件数の推移　（国民健康保険税を含む） (単位：件）

(6)　市税還付金

(収　納　課）

69,705,190円

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

差 押 件 数

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度

計 － － －

軽 自 動 車 税 － － －

固定資産税・都市計画税 － － －

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市 ・ 都 民 税 － － －

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度

計

軽 自 動 車 税

固定資産税・都市計画税

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市 ・ 都 民 税

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ２ ３ 前ページより続く

(3)　コンビニ収納取扱率の推移 (単位：％）

(4)　クレジットカード収納取扱率の推移 (単位：％）

(5)　差押件数の推移　（国民健康保険税を含む） (単位：件）

(6)　市税還付金

(収　納　課）

69,705,190円

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

差 押 件 数

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度

計 － － －

軽 自 動 車 税 － － －

固定資産税・都市計画税 － － －

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市 ・ 都 民 税 － － －

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度

計

軽 自 動 車 税

固定資産税・都市計画税

27年度 28年度 29年度 30年度 元年度

市 ・ 都 民 税

区　　　　分 23年度 24年度 25年度 26年度

－ 93 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ３ 戸籍住民基本台帳費 １　事務事業の目的 

１ 戸籍住民基本台帳費 　証明書自動交付機の利用促進及び地元割当都営住宅の募集を行うなど、市民の利便性の向上を図ることを目的とする。

決算書 （ 国 ） 委 託 金 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果

市 民 課 の 運 営 40～43 （1）　証明書自動交付機利用状況

行政評価 （ 都 ） 委 託 金 ９ 旅 費

一 般 財 源 需 用 費

役 務 費

委 託 料

※ 全体発行件数のうち、証明書自動交付機の利用割合は46.8％を占めている。

（2）　地元割当都営住宅募集戸数

戸

（市　民　課）

住 民 票 の 写 し

印鑑登録証明書

合　　　計

小

川

町

一

丁

目

地

域

セ

ン

タ
ー

・

児

童

館

印鑑登録証明書

合　　　計

あき家

合
　
計

戸籍全部(個人)事項証明書

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

戸籍全部(個人)事項証明書

合　　　計

体
育
館

市
民
総
合

印鑑登録証明書

合　　　計

文
化
会
館

市

民

印鑑登録証明書

住 民 票 の 写 し

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

住 民 票 の 写 し

合　　　計

・
図
書
館

大
沼
公
民
館

印鑑登録証明書

合　　　計

出
張
所

西
　
部

戸籍全部(個人)事項証明書

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

印鑑登録証明書

合　　　計

戸籍全部(個人)事項証明書

出
張
所

東
　
部

印鑑登録証明書

合　　　計

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

本
　
庁

印鑑登録証明書

交付機時間外 時間外発行

件数(件） 件数(件） 割合（％） 発行件数(件） 割合（％）

住 民 票 の 写 し

区　　　　　分

全体発行 交付機発行 交付機発行

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ/Ａ) (Ｃ) (Ｃ/Ｂ)
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ３ 戸籍住民基本台帳費 １　事務事業の目的 

１ 戸籍住民基本台帳費 　証明書自動交付機の利用促進及び地元割当都営住宅の募集を行うなど、市民の利便性の向上を図ることを目的とする。

決算書 （ 国 ） 委 託 金 ７ 賃 金 ２　執行状況及び成果

市 民 課 の 運 営 40～43 （1）　証明書自動交付機利用状況

行政評価 （ 都 ） 委 託 金 ９ 旅 費

一 般 財 源 需 用 費

役 務 費

委 託 料

※ 全体発行件数のうち、証明書自動交付機の利用割合は46.8％を占めている。

（2）　地元割当都営住宅募集戸数

戸

（市　民　課）

住 民 票 の 写 し

印鑑登録証明書

合　　　計

小

川

町

一

丁

目

地

域

セ

ン

タ
ー

・

児

童

館

印鑑登録証明書

合　　　計

あき家

合
　
計

戸籍全部(個人)事項証明書

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

戸籍全部(個人)事項証明書

合　　　計

体
育
館

市
民
総
合

印鑑登録証明書

合　　　計

文
化
会
館

市

民

印鑑登録証明書

住 民 票 の 写 し

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

住 民 票 の 写 し

合　　　計

・
図
書
館

大
沼
公
民
館

印鑑登録証明書

合　　　計

出
張
所

西
　
部

戸籍全部(個人)事項証明書

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

印鑑登録証明書

合　　　計

戸籍全部(個人)事項証明書

出
張
所

東
　
部

印鑑登録証明書

合　　　計

戸籍全部(個人)事項証明書

住 民 票 の 写 し

本
　
庁

印鑑登録証明書

交付機時間外 時間外発行

件数(件） 件数(件） 割合（％） 発行件数(件） 割合（％）

住 民 票 の 写 し

区　　　　　分

全体発行 交付機発行 交付機発行

（Ａ） （Ｂ） (Ｂ/Ａ) (Ｃ) (Ｃ/Ｂ)
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ３ １ 決算書 手 数 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的

窓 口 事 務 40～43 　戸籍、住民基本台帳及び印鑑登録等に関する届出の受付並びに諸証明の交付等の事務を行い、便利で親切な

行政評価 国 庫 補 助 金 ４ 共 済 費 窓口サービスの提供に努めることを目的とする。

２　執行状況及び成果

（ 国 ） 委 託 金 報 償 費 　課税・非課税証明書をはじめ、転入や転居など住民異動に伴う国民健康保険の手続などの取扱いについて、

市民課窓口においてワンストップで対応するなど、市民の利便性を高める取組を行った。

雑 入 需 用 費

　届出・申請及び証明等件数 （単位：件） 　住民基本台帳閲覧状況

一 般 財 源 委 託 料

使用料及び賃借料

※ 公用を含む。

（市　民　課）

決算書 一 般 財 源 需 用 費 １　事務事業の目的

戸 籍 事 務 40～43 　届出に基づき戸籍の編製、記載等を行い、戸籍簿の整備を図ることを目的とする。

行政評価 備 品 購 入 費 ２　執行状況及び成果

　戸籍簿の正確な記載及び適正な保管、整備に努めた。

負担金、補助及び交付金

　本籍数と本籍人口（対前年度比較） （令和2年3月31日現在）

（ ）

（ ）

（市　民　課）

決算書 手 数 料 ７ 賃 金 １　事務事業の目的

住 民 基 本 台 帳 事 務 40～43 　住民票及び戸籍の附票の作成並びに通知を行うことで、住民基本台帳の整備を図り、住民の利便性増進と

行政評価 国 庫 補 助 金 需 用 費 行政の合理化を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

（ 都 ） 委 託 金 役 務 費 　住民基本台帳ネットワークを活用して、市区町村に対し住民票の通知事務の効率化を図った。

　また、戸籍の附票の通知処理を行い、住民基本台帳の適正な管理を行った。

財 産 売 払 収 入 委 託 料 　社会保障・税番号制度における通知カードや個人番号カードの交付等を行った。

一 般 財 源 備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

　住民票及び戸籍の附票の記載のための通知件数

（市　民　課）

業　務　内　容 件　数

件

他 市 区 町 村 へ の 通 知 件

合　　 　　　　　計 件

他 市 区 町 村 か ら の 通 知 件 実 態 調 査 戸 数

個人番号カードの発行件数

個人番号カードの利用登録件数

件数（件） 累計（件） 普及率（％）

件増

本 籍 人 口 人 人増

本 籍 数 件

住民基本台帳カードの利用登録

合　　　 　　　　　　　計

証　　明

そ の 他 の 取 扱 事 務

印 鑑 事 務
申　　請

住 民 基 本 台 帳 事 務
届　　出

証　　明

分 単 位 件

証　　明 転 記 人 数 人
戸 籍 事 務

届　　出

閲 覧 件 数 件
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ３ １ 決算書 手 数 料 需 用 費 １　事務事業の目的

印 鑑 登 録 事 務 40～43 　印鑑条例に基づき、印鑑登録申請書の受理、印鑑登録原票の作成及びこだいら市民カードの発行等を行い、

行政評価 一 般 財 源 市民の利便を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

　届出件数 （単位：件） 　こだいら市民カード発行状況 （令和2年3月31日現在）

※住民基本台帳カード・個人番号カード利用登録者も含む。

（市　民　課）

決算書 手 数 料 需 用 費 １　事務事業の目的

動 く 市 役 所 40～43 　地域センターや公民館の5会場を巡回して市役所全般の窓口業務を行うことにより、市民の利便を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 ２　執行状況及び成果

　税収入取扱件数・金額 　税外収入取扱件数・金額

公 課 費

　還付金取扱件数・金額

　市民課取扱件数 （単位：件） 　市民課以外取扱件数（部別） （単位：件）

（市　民　課）

決算書 使 用 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的

東 部 出 張 所 事 務 40～43 　市役所全般の窓口業務を行うことにより、東部地域の市民の利便を図ることを目的とする。

行政評価 手 数 料 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　税収入取扱件数・金額 　税外収入取扱件数・金額

財 産 運 用 収 入 ７ 賃 金

　還付金取扱件数・金額

需 用 費

役 務 費 　市民課取扱件数 （単位：件） 　市民課以外取扱件数（部別） （単位：件）

委 託 料

使用料及び賃借料

（市　民　課）

合　　　　　　計 合　　　計

届　　出

件 円

件

合　　　計

環　境　部

件

子ども家庭部 ―

健康福祉部

―

円

円

円

件 円 件市　税

件市　税

そ の 他 の 取 扱 事 務 そ　の　他

証　　明 地域振興部 ―
印 鑑 事 務

申　　請 教　育　部 ―

証　　明 環　境　部 ―
住民基本台帳事務

―

証　　明

合　計

戸 籍 事 務
届　　出 市　民　部

円

業　務　内　容 件数 区　　分 届　出 証　明

そ の 他 の 取 扱 事 務 そ　の　他 ―

合　　　　　　計

証　　明 地域振興部 ―
印 鑑 事 務

申　　請 教　育　部 ―

証　　明 ―
住民基本台帳事務

届　　出 健康福祉部 ―

証　　明 子ども家庭部 ―

合　計

戸 籍 事 務
届　　出 市　民　部

業　務　内　容 件数 区　　分 届　出 証　明

％

亡 失 ・ 廃 止 市 民 カ ー ド 保 有 者 数 人

登 録 印 鑑 登 録 者 数 人

合　　 　 　　計 市 民 カ ー ド 保 有 率

－ 98 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ３ １ 決算書 手 数 料 需 用 費 １　事務事業の目的

印 鑑 登 録 事 務 40～43 　印鑑条例に基づき、印鑑登録申請書の受理、印鑑登録原票の作成及びこだいら市民カードの発行等を行い、

行政評価 一 般 財 源 市民の利便を図ることを目的とする。

２　執行状況及び成果

　届出件数 （単位：件） 　こだいら市民カード発行状況 （令和2年3月31日現在）

※住民基本台帳カード・個人番号カード利用登録者も含む。

（市　民　課）

決算書 手 数 料 需 用 費 １　事務事業の目的

動 く 市 役 所 40～43 　地域センターや公民館の5会場を巡回して市役所全般の窓口業務を行うことにより、市民の利便を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 ２　執行状況及び成果

　税収入取扱件数・金額 　税外収入取扱件数・金額

公 課 費

　還付金取扱件数・金額

　市民課取扱件数 （単位：件） 　市民課以外取扱件数（部別） （単位：件）

（市　民　課）

決算書 使 用 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的

東 部 出 張 所 事 務 40～43 　市役所全般の窓口業務を行うことにより、東部地域の市民の利便を図ることを目的とする。

行政評価 手 数 料 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　税収入取扱件数・金額 　税外収入取扱件数・金額

財 産 運 用 収 入 ７ 賃 金

　還付金取扱件数・金額

需 用 費

役 務 費 　市民課取扱件数 （単位：件） 　市民課以外取扱件数（部別） （単位：件）

委 託 料

使用料及び賃借料

（市　民　課）

合　　　　　　計 合　　　計

届　　出

件 円

件

合　　　計

環　境　部

件

子ども家庭部 ―

健康福祉部

―

円

円

円

件 円 件市　税

件市　税

そ の 他 の 取 扱 事 務 そ　の　他

証　　明 地域振興部 ―
印 鑑 事 務

申　　請 教　育　部 ―

証　　明 環　境　部 ―
住民基本台帳事務

―

証　　明

合　計

戸 籍 事 務
届　　出 市　民　部

円

業　務　内　容 件数 区　　分 届　出 証　明

そ の 他 の 取 扱 事 務 そ　の　他 ―

合　　　　　　計

証　　明 地域振興部 ―
印 鑑 事 務

申　　請 教　育　部 ―

証　　明 ―
住民基本台帳事務

届　　出 健康福祉部 ―

証　　明 子ども家庭部 ―

合　計

戸 籍 事 務
届　　出 市　民　部

業　務　内　容 件数 区　　分 届　出 証　明

％

亡 失 ・ 廃 止 市 民 カ ー ド 保 有 者 数 人

登 録 印 鑑 登 録 者 数 人

合　　 　 　　計 市 民 カ ー ド 保 有 率

－ 99 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ３ １ 決算書 手 数 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的

西 部 出 張 所 事 務 40～43 　市役所全般の窓口業務を行うことにより、西部地域の市民の利便を図ることを目的とする。

行政評価 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　税収入取扱件数・金額 　税外収入取扱件数・金額

５ 災 害 補 償 費

　還付金取扱件数・金額

７ 賃 金

需 用 費 　市民課取扱件数 （単位：件） 　市民課以外取扱件数（部別） （単位：件）

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

（市　民　課）

２ 住居表示費 １　事務事業の目的 

決算書 財 産 売 払 収 入 需 用 費 　 　住居表示実施済区域の現地調査及び住居表示台帳の修正等、市民に分かりやすい住居表示の維持管理を行い、

住 居 表 示 維 持 管 理 42～43 市民生活の利便を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 ２　執行状況及び成果 (令和2年3月31日現在）

委 託 料

公 課 費

(市　民　課）

４ 選　挙　費 １　事務事業の目的 

１ 選挙管理委員会費 　公職選挙法に基づく選挙人名簿の定時・選挙時登録及び登録者の抹消並びに選挙執行に伴う委員会等

決算書 （ 都 ） 委 託 金 １ 報 酬 の開催を目的とする。

選 挙 管 理 委 員 会 の 42～43 ２　執行状況及び成果 

運 営 行政評価 一 般 財 源 ９ 旅 費 (1)　委員会開催状況

－ 　　 　 　　定例会 12回

需 用 費 　　 　　　 臨時会 6回

(2)　議案件数 53件

役 務 費

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

（選挙管理委員会事務局）

合　　　　　　計

件 円 件市　税

枚

件

ｈａ  (65.9%)　　

世帯(69.0%）住居表示実施済世帯数

住居表示台帳修正枚数

円

円

住 居 表 示 付 番 件 数

（実施率）

住 居 表 示 実 施 済 面 積 （実施率）

合　　　計

件

そ の 他 の 取 扱 事 務 そ　の　他 ―

証　　明 地域振興部 ―
印 鑑 事 務

申　　請 教　育　部 ―

証　　明 環　境　部 ―
住民基本台帳事務

届　　出 健康福祉部 ―

証　　明 子ども家庭部 ―

証　明 合　計

戸 籍 事 務
届　　出 市　民　部

業　務　内　容 件数 区　　分 届　出

－ 100 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ３ １ 決算書 手 数 料 １ 報 酬 １　事務事業の目的

西 部 出 張 所 事 務 40～43 　市役所全般の窓口業務を行うことにより、西部地域の市民の利便を図ることを目的とする。

行政評価 ４ 共 済 費 ２　執行状況及び成果

　税収入取扱件数・金額 　税外収入取扱件数・金額

５ 災 害 補 償 費

　還付金取扱件数・金額

７ 賃 金

需 用 費 　市民課取扱件数 （単位：件） 　市民課以外取扱件数（部別） （単位：件）

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

（市　民　課）

２ 住居表示費 １　事務事業の目的 

決算書 財 産 売 払 収 入 需 用 費 　 　住居表示実施済区域の現地調査及び住居表示台帳の修正等、市民に分かりやすい住居表示の維持管理を行い、

住 居 表 示 維 持 管 理 42～43 市民生活の利便を図ることを目的とする。

行政評価 一 般 財 源 役 務 費 ２　執行状況及び成果 (令和2年3月31日現在）

委 託 料

公 課 費

(市　民　課）

４ 選　挙　費 １　事務事業の目的 

１ 選挙管理委員会費 　公職選挙法に基づく選挙人名簿の定時・選挙時登録及び登録者の抹消並びに選挙執行に伴う委員会等

決算書 （ 都 ） 委 託 金 １ 報 酬 の開催を目的とする。

選 挙 管 理 委 員 会 の 42～43 ２　執行状況及び成果 

運 営 行政評価 一 般 財 源 ９ 旅 費 (1)　委員会開催状況

－ 　　 　 　　定例会 12回

需 用 費 　　 　　　 臨時会 6回

(2)　議案件数 53件

役 務 費

使用料及び賃借料

負担金、補助及び交付金

（選挙管理委員会事務局）

合　　　　　　計

件 円 件市　税

枚

件

ｈａ  (65.9%)　　

世帯(69.0%）住居表示実施済世帯数

住居表示台帳修正枚数

円

円

住 居 表 示 付 番 件 数

（実施率）

住 居 表 示 実 施 済 面 積 （実施率）

合　　　計

件

そ の 他 の 取 扱 事 務 そ　の　他 ―

証　　明 地域振興部 ―
印 鑑 事 務

申　　請 教　育　部 ―

証　　明 環　境　部 ―
住民基本台帳事務

届　　出 健康福祉部 ―

証　　明 子ども家庭部 ―

証　明 合　計

戸 籍 事 務
届　　出 市　民　部

業　務　内　容 件数 区　　分 届　出

－ 101 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ４ ２ 選挙啓発費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 　公職選挙法に基づき、選挙が公明かつ適正に行われるように、常にあらゆる機会を通じて、選挙人の政治・選挙への

選 挙 常 時 啓 発 42～43 意識の向上に努めることを目的とする。

行政評価 需 用 費 ２　執行状況及び成果 

(1)　明るい選挙推進委員及び市民を対象に「政治教養講座」を開催した。

役 務 費 日　　　時 令和2年1月9日（木）　午後2時～4時

場　　　所 ルネこだいら 中ホール

委 託 料 参加人数 136名

(2)　市内の小・中・高等学校の児童・生徒を対象とした選挙啓発ポスターの募集を行い、ポスター展を開催した。

　　　   応募数437点のうち入選作品14点をルネこだいら中ホール、小平市役所１階ロビーに展示した。

(3)　小平第一中学校、小平第二中学校、小平第五中学校、小平第六中学校、上水中学校、花小金井南中学校、錦城

高等学校の生徒会選挙において、投票箱を貸し出した。また、選挙ワンポイント講座を開催し、選挙のエピソードや

投票の重要性について講演した。

(4)　小平第十五小学校、白梅学園清修中高一貫部の2校において、模擬投票授業を行った。

(5)　大学連携協議会（ブルーベリーリーグ）の一部会、「選挙Ｋ発プロジェクト」の事業として、嘉悦大学と協働で、

都立小平高等学校において、1年生を対象に模擬投票を行った。

(6)　成人式会場での啓発品配布及びメッセージボードを掲げての記念撮影を行い、新成人に投票の呼びかけを行った。

（選挙管理委員会事務局）

３ 市 議 会 議 員 選 挙 費 １　事務事業の目的

決算書 （ 都 ） 補 助 金 １ 報 酬  　 　平成31年4月21日執行（平成31年4月14日告示）の小平市議会議員選挙の管理及び執行を目的とする。

小平市議会議員選挙 42～45 ２　執行状況及び成果 

の 管 理 及 び 執 行 行政評価 雑 入 ３ 職 員 手 当 等  　立候補者数及び選挙結果

立候補者数 31人 定数　　　28人

一 般 財 源 ７ 賃 金

８ 報 償 費 ≪選挙結果≫

９ 旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

（選挙管理委員会事務局）

投　票　者　数 (人）

男 女 男 女 計 男 女 計

当日有権者数（人）

計

投　　票　　率　（％）

－ 102 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ４ ２ 選挙啓発費 １　事務事業の目的 

決算書 一 般 財 源 ８ 報 償 費 　公職選挙法に基づき、選挙が公明かつ適正に行われるように、常にあらゆる機会を通じて、選挙人の政治・選挙への

選 挙 常 時 啓 発 42～43 意識の向上に努めることを目的とする。

行政評価 需 用 費 ２　執行状況及び成果 

(1)　明るい選挙推進委員及び市民を対象に「政治教養講座」を開催した。

役 務 費 日　　　時 令和2年1月9日（木）　午後2時～4時

場　　　所 ルネこだいら 中ホール

委 託 料 参加人数 136名

(2)　市内の小・中・高等学校の児童・生徒を対象とした選挙啓発ポスターの募集を行い、ポスター展を開催した。

　　　   応募数437点のうち入選作品14点をルネこだいら中ホール、小平市役所１階ロビーに展示した。

(3)　小平第一中学校、小平第二中学校、小平第五中学校、小平第六中学校、上水中学校、花小金井南中学校、錦城

高等学校の生徒会選挙において、投票箱を貸し出した。また、選挙ワンポイント講座を開催し、選挙のエピソードや

投票の重要性について講演した。

(4)　小平第十五小学校、白梅学園清修中高一貫部の2校において、模擬投票授業を行った。

(5)　大学連携協議会（ブルーベリーリーグ）の一部会、「選挙Ｋ発プロジェクト」の事業として、嘉悦大学と協働で、

都立小平高等学校において、1年生を対象に模擬投票を行った。

(6)　成人式会場での啓発品配布及びメッセージボードを掲げての記念撮影を行い、新成人に投票の呼びかけを行った。

（選挙管理委員会事務局）

３ 市 議 会 議 員 選 挙 費 １　事務事業の目的

決算書 （ 都 ） 補 助 金 １ 報 酬  　 　平成31年4月21日執行（平成31年4月14日告示）の小平市議会議員選挙の管理及び執行を目的とする。

小平市議会議員選挙 42～45 ２　執行状況及び成果 

の 管 理 及 び 執 行 行政評価 雑 入 ３ 職 員 手 当 等  　立候補者数及び選挙結果

立候補者数 31人 定数　　　28人

一 般 財 源 ７ 賃 金

８ 報 償 費 ≪選挙結果≫

９ 旅 費

需 用 費

役 務 費

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

負担金、補助及び交付金

（選挙管理委員会事務局）

投　票　者　数 (人）

男 女 男 女 計 男 女 計

当日有権者数（人）

計

投　　票　　率　（％）

－ 103 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ４ ４ 参議院議員選挙費 １　事務事業の目的 

決算書 （ 都 ） 委 託 金 １ 報 酬  　 　令和元年7月21日執行（令和元年7月4日公示）の参議院議員選挙の管理及び執行を目的とする。

参 議 院 議 員 選 挙 44～45 ２　執行状況及び成果 

の 管 理 及 び 執 行 行政評価 一 般 財 源 ３ 職 員 手 当 等  　立候補者数及び選挙結果

 　立候補者数 参議院（東京都選出）議員選挙   　 20人（定数 6人）

７ 賃 金 参議院（比例代表選出）議員選挙 　13政党・155人（定数 50人）

８ 報 償 費 ≪選挙結果≫

９ 旅 費

需 用 費

※在外選挙人を含む

役 務 費

※　投票者の利便性を高めるため、期日前投票所のうち、東部市民センターについては、開設日数を4日間に拡充し、

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

（選挙管理委員会事務局）

５ 統計調査費 １　事務事業の目的 

１ 統計調査総務費 　統計調査員を予め登録し、研修会等を行うことにより調査員の資質の向上を図り、各種統計業務を円滑に

決算書 （ 都 ） 委 託 金 ８ 報 償 費 実施することを目的とする。

統 計 職 員 及 び 44～45 ２　執行状況及び成果 

統 計 調 査 員 登 録 行政評価 財 産 売 払 収 入 ９ 旅 費 (1)　令和元年度登録調査員数（令和2年3月31日現在）

制 度 に 係 る 事 業 　101人

一 般 財 源 需 用 費 (2)　研修会の開催

　平成31年4月10日     参加者　　24人

負担金、補助及び交付金

償還金、利子及び割引料

（行政経営課）

２ 委託統計費 １　事務事業の目的 

決算書 （ 都 ） 委 託 金 １ 報 酬 　統計法に基づき、各種統計調査を実施し、行政の基礎資料を得ることを目的とする。

委 託 統 計 44～45 ２　執行状況及び成果 

行政評価 ７ 賃 金 (1)　2019年全国家計構造調査 4,761,913円

　調査対象　　抽出した世帯を対象とし、家計における消費、所得、資産などについて調査を実施

８ 報 償 費 　調査区数　　18調査区　　　指導員数　6人　　　調査員数　18人

(2)　その他の統計調査

９ 旅 費 　工業統計調査 230,292円

　建設工事統計調査 39,420円

需 用 費 　学校基本調査 22,180円

　経済センサス調査区管理 13,000円

　2020年農林業センサス 800,470円

　2020年国勢調査調査区設定 444,804円

　経済センサス-基礎調査 1,297,377円

（行政経営課）

健康センターについては、投票日前日の投票所を2か所に増設した。　

男

比例代表選出

選挙名
当日有権者数（人） 投　票　者　数 （人） 投　　票　　率　（％）

男 女 計 女 計 男 女 計

東 京 都 選 出

－ 104 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ４ ４ 参議院議員選挙費 １　事務事業の目的 

決算書 （ 都 ） 委 託 金 １ 報 酬  　 　令和元年7月21日執行（令和元年7月4日公示）の参議院議員選挙の管理及び執行を目的とする。

参 議 院 議 員 選 挙 44～45 ２　執行状況及び成果 

の 管 理 及 び 執 行 行政評価 一 般 財 源 ３ 職 員 手 当 等  　立候補者数及び選挙結果

 　立候補者数 参議院（東京都選出）議員選挙   　 20人（定数 6人）

７ 賃 金 参議院（比例代表選出）議員選挙 　13政党・155人（定数 50人）

８ 報 償 費 ≪選挙結果≫

９ 旅 費

需 用 費

※在外選挙人を含む

役 務 費

※　投票者の利便性を高めるため、期日前投票所のうち、東部市民センターについては、開設日数を4日間に拡充し、

委 託 料

使用料及び賃借料

備 品 購 入 費

（選挙管理委員会事務局）

５ 統計調査費 １　事務事業の目的 

１ 統計調査総務費 　統計調査員を予め登録し、研修会等を行うことにより調査員の資質の向上を図り、各種統計業務を円滑に

決算書 （ 都 ） 委 託 金 ８ 報 償 費 実施することを目的とする。

統 計 職 員 及 び 44～45 ２　執行状況及び成果 

統 計 調 査 員 登 録 行政評価 財 産 売 払 収 入 ９ 旅 費 (1)　令和元年度登録調査員数（令和2年3月31日現在）

制 度 に 係 る 事 業 　101人

一 般 財 源 需 用 費 (2)　研修会の開催

　平成31年4月10日     参加者　　24人

負担金、補助及び交付金

償還金、利子及び割引料

（行政経営課）

２ 委託統計費 １　事務事業の目的 

決算書 （ 都 ） 委 託 金 １ 報 酬 　統計法に基づき、各種統計調査を実施し、行政の基礎資料を得ることを目的とする。

委 託 統 計 44～45 ２　執行状況及び成果 

行政評価 ７ 賃 金 (1)　2019年全国家計構造調査 4,761,913円

　調査対象　　抽出した世帯を対象とし、家計における消費、所得、資産などについて調査を実施

８ 報 償 費 　調査区数　　18調査区　　　指導員数　6人　　　調査員数　18人

(2)　その他の統計調査

９ 旅 費 　工業統計調査 230,292円

　建設工事統計調査 39,420円

需 用 費 　学校基本調査 22,180円

　経済センサス調査区管理 13,000円

　2020年農林業センサス 800,470円

　2020年国勢調査調査区設定 444,804円

　経済センサス-基礎調査 1,297,377円

（行政経営課）

健康センターについては、投票日前日の投票所を2か所に増設した。　

男

比例代表選出

選挙名
当日有権者数（人） 投　票　者　数 （人） 投　　票　　率　（％）

男 女 計 女 計 男 女 計

東 京 都 選 出

－ 105 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ６ 監査委員費 １　事務事業の目的 

１ 監査委員費 　監査委員による監査･審査･検査を実施し、もって行政における公正と効率の確保を図ることを目的とする。

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 ２　執行状況及び成果 

監査事務局の運営 44～47 　監査委員により、次の監査等を実施した。

行政評価 ９ 旅 費 （1）　例月現金出納検査

　地方自治法第235条の2第1項の規定に基づく検査を毎月1回実施した。　

交 際 費 （2）　定期監査

　　　　地方自治法第199条第1項及び第4項の規定に基づく監査を2つの部について実施した。

需 用 費 （3）　工事監査

　地方自治法第199条第1項及び第4項の規定に基づく監査を1回実施した。

委 託 料 （4）　財政援助団体等監査

　地方自治法第199条第7項の規定に基づく監査を4団体について実施した。

負担金、補助及び交付金 （5）　行政監査

　地方自治法第199条第2項の規定に基づく監査を定期監査に兼ねて実施した。

（6）　住民監査請求に基づく監査

　地方自治法第242条の規定に基づく監査を1回実施した。

（7）　決算及び基金の運用状況審査

　地方自治法第233条第2項及び第241条第5項の規定に基づく審査を実施した。

（8）　健全化判断比率及び資金不足比率審査

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項及び第22条第1項の規定に基づく審査を実施した。

（監査事務局）

－ 106 －
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（単位：円）

款 項 目 事　業　名 該当ページ 歳出決算額 財源内訳 節別内訳 事　業　内　容　及　び　成　果　の　概　要

２ ６ 監査委員費 １　事務事業の目的 

１ 監査委員費 　監査委員による監査･審査･検査を実施し、もって行政における公正と効率の確保を図ることを目的とする。

決算書 一 般 財 源 １ 報 酬 ２　執行状況及び成果 

監査事務局の運営 44～47 　監査委員により、次の監査等を実施した。

行政評価 ９ 旅 費 （1）　例月現金出納検査

　地方自治法第235条の2第1項の規定に基づく検査を毎月1回実施した。　

交 際 費 （2）　定期監査

　　　　地方自治法第199条第1項及び第4項の規定に基づく監査を2つの部について実施した。

需 用 費 （3）　工事監査

　地方自治法第199条第1項及び第4項の規定に基づく監査を1回実施した。

委 託 料 （4）　財政援助団体等監査

　地方自治法第199条第7項の規定に基づく監査を4団体について実施した。

負担金、補助及び交付金 （5）　行政監査

　地方自治法第199条第2項の規定に基づく監査を定期監査に兼ねて実施した。

（6）　住民監査請求に基づく監査

　地方自治法第242条の規定に基づく監査を1回実施した。

（7）　決算及び基金の運用状況審査

　地方自治法第233条第2項及び第241条第5項の規定に基づく審査を実施した。

（8）　健全化判断比率及び資金不足比率審査

　地方公共団体の財政の健全化に関する法律第3条第1項及び第22条第1項の規定に基づく審査を実施した。

（監査事務局）

－ 107 －
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